
 

 

 
 

 

 

 

第５２回東京社保協総会 資料集 
2022 年 4 月 16 日(土) けんせつプラザ東京 ＆ オンライン 

 

情勢の特徴 

東京都コロナ感染状況 ··················································· 1 

2021 年版厚生労働白書（コロナ感染症の影響） ···························· 2 

所得・貧富格差の状況 ·················································· 12 

自己責任意識が高い日本 ················································ 14 

 

社会保障をめぐる情勢 

 政府の社会保障制度改革（骨太方針など） ································ 16 

 経団連の医療・介護制度改革提言 ········································ 20 

 全世代型社会保障構築会議 ·············································· 22 

 マイナンバーカードの取得について（福井市） ···························· 25 

 東京都の最低賃金の推移 ················································ 26 

 

都政の情勢 

 「未来の東京」戦略 ···················································· 27 

 都民生活に関する世論調査（生活文化局 2022 年 1 月） ····················· 37 

 「シン・トセイ 都政の構造改革ＱＯＳアップグレード戦略」 ·············· 39 

 

項目別資料 

 中央団体と共同した行動 ················································ 40 

 都立・公社病院独法化中止 ·············································· 42 

 地域医療構想 ·························································· 45 

 国保 ·································································· 51 

 後期高齢者医療 ························································ 57 

 介護 ·································································· 59 

  介護保険制度の抜本的改革提言（案） ·································· 67 

 生存権裁判 ···························································· 76 

 消費税減税 ···························································· 79 

 加齢性難聴施策一覧 ···················································· 80 

 学習活動 ······························································ 81 

  高校生向け社会保障教育指導者用マニュアル ···························· 83 

 署名の取り組み ························································ 88 



と答えた人は、他の４か国は６０～７０％台だったが、日本は２９・２５％だった。 

東京都 新型コロナウイルス

感染症対策サイトより 
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令和３年版厚生労働白書の全体像

第１部「新型コロナウイルス感染症と社会保障」

第２部（年次行政報告） 「現下の政策課題への対応」

 年次行政報告として、厚生労働省が様々な政策課題にどのように対応し
ているのかを、わかりやすく国民に報告。

 新型コロナ感染拡大による国民生活への影響とその対応について、リーマン
ショック時との比較も交えながら、以下のテーマを中心に分析。
・ 仕事や収入が急減した人への対応
・ 孤立の深刻化
・ 女性への影響
・ 子どもへの影響
・ 医療・福祉現場への影響

 社会的危機における社会保障の役割について、国際比較を交えつつ分析。新
型コロナ感染拡大への対応を通じて見えてきた５つの課題を論ずる。
・ 危機に強い医療・福祉現場
・ 社会保障におけるデジタル技術の実装化
・ 多様な働き方を支えるセーフティネット
・ 性差によって負担に偏りが生じない社会づくり
・ 孤独・孤立を防ぎ、つながり・支え合うための新たなアプローチ
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（万人）（％）

休業者数（男） 右軸
休業者数（女） 右軸
完全失業率（男女計）
完全失業率（男）
完全失業率（女）

・ 年 月に休業者が急増。以降、完全失業率は緩やかに上昇
・非正規雇用、特に、「女性」と「宿泊・飲食業」、「生活関連サービス・娯楽業」等の特
定の業種で雇用者数が顕著に減少

完全失業率と休業者数（前年同月差）の推移（男女別） 非正規雇用労働者数の推移（男女別）

仕事・収入への影響①

資料：総務省統計局「労働力調査」
資料：総務省統計局「労働力調査」

資料：総務省統計局「労働力調査」

産業別にみた非正規雇用労働者数の増減（前年同月差）

男性（左軸）

女性（右軸）

（万人） （万人）

（月）

（年）

建設業 製造業 運輸業，郵便業 卸売業，小売業 宿泊業，飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業，

娯楽業

医療，

福祉

ｻｰﾋﾞｽ業 他に分類され

ないもの

（万人）

（月）

（年）
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月末 月末 月末

（％）

男性 女性 子育て女性
男性 女性 子育て女性

業
績
へ
の
影
響

売
上
高
・
収
入
の
減
少

業
績
へ
の
影
響

売
上
高
・
収
入
の
増
加

既
に
受
注
し
て
い
た
仕
事

の
中
止
や
延
期

事
業
活
動

生
産
、
販
売
、
サ
ー
ビ
ス

の
抑
制
や
休
止

新
規
受
注
や

顧
客
の
減
少
、
消
失

取
引
先
の
事
業
の
休
止
・

縮
小
や
倒
産

資
金
繰
り
の
悪
化
、

廃
業
危
機

感
染
予
防
な
ど

衛
生
管
理
負
担
の
増
加

（％）

年 時点フリーランスで働く者

（ ）

月調査現在もフリーランスで働く者

（ ）

仕事・収入への影響②
・これまでにない大規模な個人や世帯に対する
経済的支援策を実施（リーマンショック時の
支援を大幅に強化）

・休業、労働時間いずれも、子育て女性への
影響が大きい

・フリーランスで働く者の「売上高・収入の
減少」ありとの回答が多い

フリーランスの仕事や収入への影響

休業者（民間雇用者）の割合の推移 週あたり労働時間の推移
（通常月＝ ）

資料： 周燕飛「第 回 リサーチアイコロナショックの被害は女性に集中（続編Ⅱ）」

資料： 「新型コロナウイルス感染拡大の仕事や生活への影響に関する調査（ 第 回）」（一次集計）結果

リーマンショック時
（2008（平成20）年～） この間の支援策の見直し

新型コロナ感染拡大時
（2020（令和２）年～）

休
業
者
支
援

・雇用調整助成金の特例措置
（助成内容・対象の拡充）

・雇用調整助成金の特例措置
（助成内容・対象の拡充）
・緊急雇用安定助成金の創設
（雇用保険被保険者以外の労働者に関す
る雇用調整助成金に準じた助成）
・新型コロナウイルス感染症対応休業支
援金・給付金
（新型コロナウイルス感染症等の影響に
より休業させられた労働者のうち、休業
手当の支払いを受けられなかった労働
者に対し給付）
・小学校休業等対応支援金
（委託により個人で仕事をする者への給
付）
・国民健康保険等における傷病手当金へ
の財政支援

求
職
者

支
援

・緊急人材育成支援事業
（雇用保険を受給できない者への
無料の職業訓練と生活給付）

・求職者支援制度の創設
（2011（平成23）年10月～）

・求職者支援制度の特例措置
（職業訓練受講給付金の収入要件・出席
要件の緩和等）

福
祉
貸
付

・生活福祉資金貸付の種類の統
合・再編等の見直し
（総合支援資金の創設や緊急小
口資金の無利子化等）

・緊急小口資金の償還期限延長、総
合支援資金の貸付期間の見直し等
（2015（平成27）年度～）

・生活福祉資金（緊急小口資金、総合支
援資金）の特例貸付
（新型コロナの影響を受け、収入の減少
があった世帯を対象とするとともに、一定
条件で償還免除する等）

住
居
確
保

・住宅手当緊急特別措置事業
（住宅手当の支給により住居を確
保するとともに就職活動の支援
を実施）

・住宅支援給付事業（2013（平成25）
年度～）
（65歳未満の者に対象制限、就職活
動要件の強化、新たな就労支援策
との連携等）

・生活困窮者自立支援制度（住居確
保給付金）の創設（2015年度～）
・生活困窮者自立支援制度の改正
（入居支援から入居後の見守り支援
までの一貫した居住支援の制度化）
（2019（平成31）年度～）

・住居確保給付金の支給対象の拡大等
（離職や廃業に至っていないものの、休業
等に伴う収入の減少により困窮する者も
支給対象に拡大。支給期間も延長）
・居宅生活移行緊急支援事業
（生活保護受給者等に対する入居から見
守りまでの一貫した居住支援）
・ひとり親家庭住宅支援資金貸付制度の
創設
（低所得のひとり親世帯に対する償還免
除付の無利子貸付制度）

現
金
給
付

・定額給付金
（一人１万２千円、18歳以下及び
65歳以上は８千円加算）
・子育て応援特別手当
（一人３万６千円）

・特別定額給付金（一人10万円）
・臨時特別給付金
（子育て世帯：一人１万円）
（低所得ひとり親世帯：１世帯５万円～）
・子育て世帯生活支援特別給付金
（低所得世帯：児童一人当たり５万円）

保
険
料

減
免
等

・非自発的失業者の国民健康保
険料等の減免に対する財政支
援を実施

・非自発的失業者にかかる国民健康
保険料軽減制度の創設（2010（平
成22）年度～）

・国民健康保険料等の減免に対する財政
支援
・国民年金保険料免除の特例
・標準報酬月額の特例改定（翌月改定）
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­35.0

­30.0

­25.0

­20.0

­15.0

­10.0

­5.0

0.0

5.0

現金給与総額（一般労働者）

現金給与総額（パートタイム労働者）

うち所定外給与額（一般労働者）

うち所定外給与額（パートタイム労働者）

（％）

起点月

年 月

（％）

（月）

年 月

年 月

リーマンブラザーズ破綻

年 月

年 月

新型コロナウイルス

感染症の感染拡大期

リーマンショック期

（億円）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大期

（ （令和２）年度： 兆 億円）

※緊急雇用安定助成金を含む

リーマンショック期

（平成 年度： 億円

平成 年度： 億円）

（日）

起点月

年 月

（％）

（月）

年 月

年 月

リーマンブラザーズ破綻

年 月

年 月

新型コロナウイルス感

染症の感染拡大期

リーマンショック期

仕事・収入への影響③
・雇用調整助成金や休業支援金等の雇用維持支
援施策により、リーマンショック時に比べ、
完全失業率の上昇は抑制

・休業の増加や時間外労働の減少により所定
外給与が大きく減少。家計所得は、各種給
付金等の経済的支援の影響もあり、リーマ
ンショック時と比べて影響は小さい

現金給与総額の推移（前年同月比）
雇用調整助成金等の支給決定額の推移

完全失業率（季節調整値）の推移 家計の実収入（勤労者世帯､二人以上の世帯､
対前年同月名目増減率）の推移

資料：総務省統計局「労働力調査」
資料：総務省統計局「家計調査」

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付雇用・賃金福祉統計室「毎月勤労統計調査」（注）始点は特例給付の開始時点。
資料：厚生労働省ホームページ公表データより作成
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起点月

リーマンショック時（被保護世帯（全体））

リーマンショック時（高齢者世帯以外の世帯）

リーマンショック時（高齢者世帯）

新型コロナ感染拡大時（被保護世帯（全体））

新型コロナ感染拡大時（高齢者世帯以外の世帯）

新型コロナ感染拡大時（高齢者世帯）

年 月
（％）

（月）

年 月

リーマンブラザーズ破綻

年 月

年 月

仕事・収入への影響④
・失業の増加が比較的抑えられていること等もあり、被保護世帯の増加は、これまでのところ、
リーマンショック時に比べ抑制

参考

生活福祉資金の貸付実績
～リーマンショック時と比べ、
件数で27倍、金額で32倍～

資金種類

リーマンショック時
（2009～2011年度の
１年当たり平均）

新型コロナ感染拡大時
（2021年3月末まで）

件数
金額
（億円）

件数
金額
（億円）

緊急小口資金

総合支援資金
（～

離職者支援資金）

計

（注） 緊急小口資金については、 年度は東日本大震災の被災者に対する
特例措置に基づく貸付が含まれている。

被保護世帯の対前年同月伸び率の推移

資料：厚生労働省社会・援護局「被保護者調査」、厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「福祉行政報告例」より作成
（注） 2020年４月以降は概数。「高齢者世帯以外の世帯」とは、世帯類型別現に保護を受けた世帯数のうち、「母子世帯」、「障害者世帯」、「傷
病者世帯」、「その他の世帯」が該当。

（注）新型コロナ感染拡大時の決定件数及び金額については、 年 月 日
までに申請があったものについて、同年 月 日時点で確認したものであり、
数値は変動する可能性がある。また、総合支援資金の決定件数及び金額に
ついては、延長貸付分・再貸付分を含む。

5
6



こども食堂 これまで通りみんなで一緒に食べる

こども食堂 これまで通り異なり人数制限、屋外開催など

お弁当の配布 取りに来てもらう

食材等の配布 取りに来てもらう＝パントリー

食材やお弁当を宅配 自宅お届け

複数活動 こども食堂＋配布や宅食

休止・延期

検討中

その他

（％）

６月現在

７月以降

９月現在バスや電車で１人で外出していますか

（はい）

友人の家を訪ねていますか

（はい）

週に１回以上は外出していますか

（はい）

昨年と比べて外出の回数が

減っていますか（はい）

自分で電話番号を調べて、電話を

かけることをしていますか（はい）

今日が何月何日かわからない時が

ありますか（はい）

（ここ２週間）毎日の生活に

充実感がない（はい）

（ここ２週間）これまで楽しんでやれて

いたことが楽しめなくなった（はい）

令和元年度 令和２年度チェックリスト項目（回答リスト）

日常生活

関連動作

閉じこもり

認知機能

うつ

（注）介護予防把握事業として 歳以上の非要介護認定者の心身の状況を把握している２市のデータを集計。

令和元年度（ ）

令和２年度（ ）

感染症拡大前

（第１回）

感染症影響下

（第１回）

月現在

（第２回）

１０人以上 ５～９人 ４人 ３人 ２人 １人 誰とも話さない

自粛生活の影響①

新型コロナウイルス感染症影響下における高齢者の心身への影響

国：10/10（定額）

補助率

市町村（特別区含む）

実施主体

市町村

学校・教育委員会

民生・児童委員

保育所・幼稚園等

警 察

医療機関
弁護士会

児童相談所

保健機関（母子保健等）

要保護児童対策地域協議会

・支援対象児童、特定妊婦等の状況の確認に関する役割分担の決定
・確認や支援に関する進捗管理、総合調整 等

民間団体等

人権擁護委員
配偶者暴力相談支援センター

・婦人相談所・婦人相談員

子育て支援を行う
民間団体等※

（子ども食堂、子ども宅食等）

民間団体等の支援スタッフが訪問等を実施

支援対象児童等の居宅等

食事の提供状況の把握 学習・生活指導支援等

定期的な状況把握・支援

見守り体制
の強化

１か所当たり：9,723千円
※民間団体等の支援スタッフの人件費、訪問経費など事業実施に係る経費

補助基準額

※要対協の構成員に限定しない

支援対象児童等見守り強化事業の創設

・「集う」に代えて、フードパントリー、戸
別訪問（アウトリーチ）、オンライン活用
など新しい手法での「つながり」が増加

・自粛生活により、高齢者の交流機会が減少、
認知機能の低下やうつ傾向の増加が懸念

参考

高齢者（ 歳以上）の同居する人以外と会話する人数（１日の平均）
子ども食堂の開催状況

資料：内閣府「第２回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

資料：日本能率協会総合研究所「新型コロナウイルス感染症影響下における高齢者の心身への影響【中間的報告】」

資料： 法人全国こども食堂支援センター・むすびえ、こども食堂ネットワーク「こども食堂の現状＆困りごとアンケート結果」
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（人）

男性 女性

自粛生活の影響②

自殺防止に関する相談体制の強化

○ 児童虐待や配偶者からの暴力等に関する相談や、児童養護施設退所者等からの相談支援体制の構築・強化を図るため、
新型コロナウイルスの感染防止措置等に必要な費用を補助する。

➢テレビ電話を活用した相談支援や、オンライン会議の活用による関係機関との連携・調整等を図るための通信機能を
備えたタブレット端末等の購入費用

➢電話による相談が困難なケースへの対応や、24時間365日対応を含めたＳＮＳ等を活用した相談窓口の開設費用
➢適切な感染防止対策等に関する相談など、医療機関等との連携を図るための費用
➢感染予防のためのマスク・消毒液等の購入や、密を避けるためのスペースの確保など環境整備に必要な費用 等

事業内容

例① テレビ電話を活用した相談支援や関係機関との連携
・ 感染防止の観点からテレビ電話を活用した相談支援や、関係機関との
オンライン会議による連絡・調整等を行うための体制整備を図る。

テレビ電話・ＳＮＳ等
による相談

相談支援機関 関係機関とのオンライン会
議等による連絡・調整

例② 相談支援機関における感染防止措置
・ 感染防止の観点から医療機関や専門家等への相談など、医療機関等
との連携を図るとともに、マスクや消毒液の購入等、相談支援機関におけ
る感染防止措置を講じる。

マスクや消毒液等の
衛生用品等の購入

医療機関や専門家
等への相談

助言・実地指導

児童虐待・ 等相談支援体制の強化参考

・ 年７月以降、自殺者が増加傾向。特に
女性と若者の増加が著しい

相談件数の推移

・自宅で家族と過ごす時間が増加する中で、配
偶者からの暴力（ ）の増加が懸念される

参考

年の自殺者数の動向（前年比、年齢別、男女別）

資料：警察庁「自殺統計」より厚生労働省社会・援護局自殺対策推進室が作成したデータを基に作成 資料：内閣府男女共同参画局調べ 年月

14,775 

17,063 17,248 
16,120 

15,680 15,246 

16,909 
15,094 

14,559 14,479 
15,537 

17,320 

４月 ５月 ６月 ７月 月 月 月 月 月 月 月 月

件数 配偶者暴力
相談支援センター

相談プラス
（ ～）

○ 実施主体：民間団体、都道府県、市町村 ○ 補助率：１０／１０、１／２、２／３

○ 対象者：新型コロナウイルス感染症の影響による自殺リスクを抱える方

○ 相談事業実施の流れ

地域の社会資源が連携して
具体的な支援を実施

困窮
窓口

自殺対策
担当

その他

自殺対策に
取り組む
民間団体等

相談者の
抱える
課題解決
のための
つなぎ
支援及び
各種支援
策の情報
提供

相談事業者 労働担当

相談者 相談手法

都道府県等

① 相談

②電話相談

③相談環境整備
の支援

・ 会議

・リモート対応

事業実施主体

相談者
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令和元年度 令和２年度 月 月 月 月 月 月 月 月 月

医療費 受診延日数 １日当たり医療費

2.7%
1.1%

-0.6%

-1.7%

0.2%
0.5% 0.6%1.4%

-2.8%

-6.6%

-10.9%

-5.0%
-3.9%

-4.4%
-1.3%

-5.8%

-9.8%

-13.9%

-7.1%
-5.5% -5.9%

0.4%

-7.0%

-15.6%

-20.0%

-14.4%

-11.1% -11.2%

-25.0%

-20.0%

-15.0%

-10.0%

-5.0%

0.0%

5.0%

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

合計 通所介護 通所リハ 短期生活１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

年 年

（人）

医療・福祉現場への影響①
・医療機関への受診控えのほか、健診・検診
の受診率等が低下

・医療費も減少し、経営への影響も見られた。介護
サービスでは特に通所系で一時的に大きな影響

医業利益の推移（ 年と 年
の％の差）コロナ受入あり病院

入院・外来別レセプト件数の推移（前年同月比）

各種健診の実施状況（月別）

コロナ受入なし病院

医療費の動向（対前年同月比）

１介護サービス事業所当たりの利用者数
（対前年同月比）

資料：日本総合健診医学会、全国労働衛生団体連合会「新型コロナ感染拡大による健診受診者
の動向と健診機関への影響の実態調査」

資料：厚生労働省保険局調べ

資料：厚生労働省保険局調べ

資料：日本病院会、全日本病院協会、日本医療法人協会「新型コロナウイルス感染拡大に
よる病院経営状況の調査」より作成 資料：国民健康保険中央会統計表

88.6

80.8
85.7

79.0

92.9
89.6

94.0
90.0

98.2

92.9

101.7

92.9

101.8
98.197.6

90.6

98.6

91.4

97.1

88.2

50

60

70

80

90

100

入院 外来
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月

（％）

 -20.0

 -10.0

 -

 10
4月 5月 6月 7月 8月ポイント）

 -20.0

 -10.0

 -

 10
4月 5月 6月 7月 8月

ポイント）
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受入確保病床数 入院者数

陽性者数 病床占有率

（人、病床数）

医療・福祉現場への影響②
・感染者の増加に伴い病床占有率が上昇。病床確保等のために様々な支援を実施

感染拡大に伴う入院患者増加に対応するための医療提供体制パッケージ
（ 年 月末）

１．更なる病床確保のための新型コロナ患者の入院受入医療機関への緊急支援
（１床当たり最大 万円の補助等）

２．既存施設等の最大限の活用等による病床確保

３．院内感染の早期収束支援

４．看護師等の医療従事者派遣の支援等による人材確保

５．高齢者施設等での感染予防及び感染発生時の早期収束

新型コロナウイルス感染症の入院患者受入実績の有無
（ 年 月末現在

新型コロナに係る診療報酬・病床確保料の引上げ経緯

資料：厚生労働省「新型コロナウイルス感染症患者の療養状況、病床数等に関する調査」より作成

資料：厚生労働省医政局調べ

陽性者数、受入確保病床数、入院者数、病床占有率

受入可能 （ ％）

受入実績あり 受入実績なし

受入可能であるが
受入実績がなかった
医療機関 （ ％）

（ ％）（ ％）

12
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（病院数）

（病床規模）

0

300

600

900

1200

1500

1800

2100

民間（医療法人＋個人）

公立等（国、公的医療機関等）

床未満
民間：公立等＝４：１

床～ 床
民間：公立等＝３：２

床以上
民間：公立等＝１：４

55 75
118 98

59
26

47

161 171
160

12
27

69
140 226

0

100

200

300

400

500

～10万人 10～20万人 20～50万人 50～100万人 100万人～

公立 公的等 民間

（医療機関数）

下記以外

受入可能

受入可能の割合

～
床

～
床

～
床

～
床

～
床

～
床

～
床

～
床

床
以上

医療・福祉現場への影響③
・患者の受入れは、地域の実情に応じ、規模が大きい医療機関を中心に行われた。病床ひっ迫等
が生じた今般の経験を踏まえ、危機に強い医療提供体制の構築等が必要

②公立・公的等・民間別の新型コロナ患者受入医療機関数及び受入実績の割合

改正医療法における感染症関係部分

①病床規模別の入院患者受入可能医療機関 ③病院数（病床規模別・設置主体別）

参考
都道府県が作成する「医療計画」の記載事項に「新興感染症等の感染拡大時における医療」を追加
◎具体的な記載項目（イメージ）
【平時からの取組】
● 感染拡大に対応可能な医療機関・病床等の確保

（感染拡大時に活用しやすい病床や転用しやすいスペースの整備）
● 感染拡大時を想定した専門人材の確保等

（感染管理の専門性を有する人材、重症患者に対応可能な人材等）
● 医療機関における感染防護具等の備蓄
● 院内感染対策の徹底

クラスター発生時の対応方針の共有 など

【感染拡大時の取組】
● 受入候補医療機関
● 場所・人材等の確保に向けた考え方
● 医療機関の間での連携・役割分担 など

（感染症対応と一般対応の役割分担、医療機関間の応援職員派遣）

資料：厚生労働省医政局調べ

資料： 年 月末時点で で報告のあった医療機関データより作成

資料：令和元年度医療施設調査（ 年 月 日時点）より作成

資料： 年 月末時点で で報告のあった医療機関データより作成

④地域医療構想区域の人口規模別、公立・公的等・民間別の
新型コロナ患者受入実績のある医療機関数

405 565 474
291 184

2,336 
58%

75%

17%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

公立 公的等 民間

医療機関数（受入実績あり） （左軸） 医療機関数（それ以外）（左軸） 受入実績あり(右軸）

696 749

2,810
（医療機関数）
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ニッセイ基礎研究所レポート・インサイト 2022.1.27 

世界の貧富格差、その現状・特徴と経済成長との関係 

日本の状況を見ると（図表 3）、全人口の富は成人一
人当たり平均 2,566 万円で世界全体の 2.5 倍の富を所
有している。 
階層別に見るとボトム 50％が世界全体の 7.2 倍、中

間 40％が 4.0 倍、トップ 10％が 1.9 倍、トップ 1％が
1.6 倍となっており、世界全体に比べて貧富格差が小
さいことが分かる。なお、韓国の富の分布は日本のそ
れに極めて近い構造となっている。 
世界一の経済大国である米国の状況を見ると、全人

口の富は成人一人当たり平均 4,010 万円で日本の 1.6
倍の富を所有している。 
階層別に見るとボトム 50％が日本の 0.4 倍、中間

40％が 1.2 倍、トップ 10％が 1.9 倍、トップ 1％が 2.2
倍となっており、日本に比べて貧富格差が大きいこと
が分かる。なお、米国のボトム 50％の富は中国のそれ
をやや下回っている。 
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貧富格差の代表指標としてトップ 10％が所有する富のシェアを取り、所得格差

の代表指標としてトップ 10％が得ている所得のシェアを取って、経済規模が大き

い G20 諸国の状況をマトリックスにして見ると（図表 4）、貧富格差と所得格差が

正比例の関係にあることが分かる。 

但し、フランスとイタリアでは所得格差が同水準なのに貧富格差はフランスの方

が大きく、米国と日本では所得格差が同水準なのに貧富格差は米国の方が大きく、

メキシコとインドでは所得格差が同水準なのに貧富格差はメキシコの方が大きいな

どの違いが生じている。分配の在り方に対する国民の意識や政策スタンスの違いを

反映しているのだろう。 

貧富格差と所得水準の関係を見てみよう。「衣食足りて礼節を知る」と言われる

ように所得水準が高くなれば貧しい人を救う余裕が生じ、分配などを通じて貧富格

差を縮めようとする力が働くと考えられるからだ。 

貧富格差の代表指標としては図表 4 と同じトップ 10％が所有する富のシェアを取

り、所得水準の代表指標としては一人当たり GDP を取って、同様のマトリックス

を作成して見ると（図表 5）、貧富格差と所得水準には緩やかな反比例の関係が認め

られる。 

しかし、一人当たり GDP が 1 万ドル以下の新興国を見ると、メキシコとアルゼ

ンチンでは所得水準が同程度なのに貧富格差はメキシコの方が圧倒的に大きいなど

バラツキが目立ち、貧富格差に関するスタンスは国によって大きく異なるようだ。

また、米国の所得水準は中国の 6 倍前後に達しているのに、両国の貧富格差は同程度であるなど、傾向ラインから大きく乖離した例外国も散見される。 
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  日本人が政府に期待するもの 

～ISSP 国際比較調査「政府の役割」から～ 

『放送研究と調査』2019 年 7 月号 
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新型コロナウイルスに感染するのは本

人が悪い――。３～４月の時点で、そう

考えていた人の割合が、日本は米国や英

国などと比べて高かったという調査結果

を、三浦麻子・大阪大教授ら心理学者の

研究グループがまとめた。国内で感染者

が非難されたり、差別されたりしたこと

と、こうした意識が関係している可能性

があるとしている。 

 三浦教授らのグループが３～４月、日

本、米国、英国、イタリア、中国の５か国

で各約４００～５００人を対象にインターネット経由で回答を得た。 

 「感染する人は自業自得だと思うか」との質問に、「全く思わない」から「非常に思う」まで賛

否の程度を６段階で尋ねた。 

 その結果、「どちらかといえばそう思う」「やや――」「非常に――」の三つの答えのいずれかを

選んだのは、米国１％、英国１・４９％、イタリア２・５１％、中国４・８３％だった。これに対

し、日本は１１・５％で最も高かった。反対に「全く思わない」と答えた人は、他の４か国は６０

～７０％台だったが、日本は２９・２５％だった。    （2020.6.29 読売新聞オンライン） 

 

15



社会保障制度改革の主な取組状況

主な実施事項

平成26年度

○年金機能強化法の一部施行（平成26年４月～）
・基礎年金国庫負担割合２分の１の恒久化、遺族基礎年金の父子家庭への拡大、産前・産後休業期間中の厚生年金保険料の免除

○育児休業中の経済的支援の強化（平成26年４月～）
・育児休業給付の支給割合の引上げ（50％→67％）

平成27年度

○子ども・子育て支援新制度の施行（平成27年４月～）
・待機児童解消等の量的拡充や保育士の処遇改善等の質の改善を実施

○医療介護総合確保推進法の一部施行
・都道府県において、地域医療構想を策定し、医療機能の分化と連携を適切に推進（平成27年４月～）
・地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実（平成27年４月～）
・低所得者の介護保険料に係る軽減措置を実施（平成27年４月より一部実施、令和元年10月から完全実施）
・一定以上の所得のある介護サービスの利用者について自己負担を１割から２割へ引上げ等（平成27年８月～）

○被用者年金一元化法の施行（平成27年10月～）
・厚生年金と共済年金の一元化

平成28年度 ○年金機能強化法の一部施行（平成28年10月～）
・大企業の短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大（501人以上の企業対象）

平成29年度

○年金改革法の一部施行（平成29年４月～）
・中小企業の短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大（労使合意を前提として500人以下の企業対象）

○年金機能強化法の一部施行（平成29年８月～）
・老齢基礎年金の受給資格期間を25年から10年に短縮

平成30年度

○国民健康保険の財政運営責任等を都道府県に移行し、制度を安定化
（平成30年４月～、医療保険制度改革関連法案関係）

○医療計画・介護保険事業（支援）計画・医療費適正化計画の同時策定・実施（平成30年４月～）
○年金改革法の一部施行（平成30年４月～）
・マクロ経済スライドについて、名目下限措置を維持しつつ、賃金・物価の上昇の範囲内で前年度までの未調整分を含めて調整

平成31年度

○年金改革法の一部施行（平成31年４月～）
・国民年金１号被保険者の産前産後期間の保険料を免除（財源として国民年金保険料を月額100円程度引上げ）
○年金生活者支援給付金法の施行（令和元年10月～）
・年金を受給している低所得の高齢者・障害者等に対して年金生活者支援給付金を支給

令和３年度 ○年金改革法の一部施行（令和３年４月～）
・年金額改定において、賃金変動が物価変動を下回る場合に賃金変動に合わせて年金額を改定する考え方を徹底
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秋田喜代美 学習院大学文学部教授

落合陽一 メディアアーティスト

笠木映里 東京大学大学院法学政治学研究科教授

香取照幸 上智大学総合人間科学部教授/

一般社団法人未来研究所臥龍代表理事

菊池馨実 早稲田大学法学学術院教授

熊谷亮丸 株式会社大和総研副理事長兼専務取締役

リサーチ本部長

権丈善一 慶應義塾大学商学部教授

國土典宏 国立国際医療研究センター理事長

清家 篤 日本私立学校振興・共済事業団理事長

/慶應義塾学事顧問

全世代型社会保障構築会議
（全世代型社会保障改革担当大臣（主宰）・有識者）

高久玲音 一橋大学経済学研究科准教授

武田洋子 三菱総合研究所シンクタンク部門

副部門長（兼）政策・経済センター長

田辺国昭 国立社会保障・人口問題研究所所長

土居丈朗 慶應義塾大学経済学部教授

沼尾波子 東洋大学国際学部国際地域学科教授

増田寬也 東京大学公共政策大学院客員教授

水島郁子 大阪大学理事・副学長

横山 泉 一橋大学大学院経済学研究科准教授

（参考）「全世代型社会保障構築会議の開催について」（第１回全世代型社会保障構築会議・資料１）（令和３年１１月９日）

１．趣旨

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築する観点から、社会保障全般の総合的な検討を行うため、全世代型社会保障構築会議（以下「会議」という。）を開催する。

（五十音順 敬称略）

◎：座長 ○：座長代理

◎

○
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 男女が希望どおり働ける社会づくり・子育て支援

 我が国の子ども支援制度は、育児休業、保育、児童手当など各種制度によって成り立っている
が、全体を通じて目指すべき基本方向は何か。

 「新子育て安心プラン」等によって保育や放課後児童クラブの整備等を着実に実施することが
示されているが、子育て支援について強化すべき点はないか。また、就労復帰を希望する時に
保育をより確実に利用できるようにするために改善すべき点はないか。

 育児休業制度について改善すべき点はあるか。また、育児休業制度を利用できない方がいるこ
とや男性育休の利用促進に向けてどう考えるか。

 幼児期に時短勤務を選択するなど、仕事と子育ての両立を図りやすくするために改善すべき点
はなにか。

 様々な事情を抱えたこども・家庭に対する支援に対してどのように支援を強化していくべきか。

 勤労者皆保険の実現

 勤労者皆保険の実現に向けて、令和２年年金制度改正法に基づき厚生年金・健康保険の適用拡
大を着実に進めるとともに、適用拡大を更に前に進めるため、対象範囲を規定する各要件等に
ついてどう考えるか。

 さらなる勤労社会保険の実現に向けた方策と論点についてどう考えるか。

 長期的な課題として、フリーランスやギグワーカーへの社会保険の適用についてどう考えるか。

 女性の就労の制約となっている制度の見直し

 １０６万円の壁、１３０万円の壁など、既婚女性の働くインセンティブを阻害する仕組み（社
会保険や企業慣行等）の問題などについてどう考えるか。

当面の論点①

○ 全世代型社会保障の構築に向けて、まずは、「人への投資」の観点から、以下の論点について議
論を進めていただきたいと考えるが、どうか。

59

全世代型社会保障構築会議

第２回（R４.３.９） 資料１
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 家庭における介護の負担軽減

 今後の介護サービスの確保や老後も住み慣れた地域で暮らしていける体制づくりについてどう
取り組むべきか。特に、今後の介護ニーズが急増する首都圏や大都市について、どのような対
応を考えるべきか。

 介護休業制度等の介護離職を防ぐための制度について、利用率等を踏まえて、今後の在り方を
どう考えるか。

 認知症を抱える方の家族の様々な不安や悩みに対する支援の在り方についてどう考えるか。
ヤングケアラー（本来大人が担う家族の世話や家事を日常的に行っている子ども）にはどのよ
うな対応を考えるべきか。

 地域共生社会づくりについて

 孤独・孤立に苦しむ方について、どのような対策を講ずべきか。

 今後、増加が見込まれる独居の困窮者・高齢者が、地域の中で安心した生活を送るための「す
まい」についてどう考えるか。

 医療・介護・福祉サービスについて

 サービス人材の確保・育成に向けて、デジタル技術の活用や高齢・地域人材の活用、人材育成
の在り方等についてどう考えるか。

 医療・介護提供体制改革など社会保障制度基盤の強化に向けて、これまでの骨太の方針や改革
工程表を踏まえて取組を進めていくべきではないか。

当面の論点②

60
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東京都政策企画局計画部計画課 宛 

『未来の東京』戦略（案）への意見 

 

＊案の全ページに数が振ってないので、ページ数はブラウザ上で PDF 版を開いた時に表示される数である。 

●8～13 ページ 

 「感染症の脅威」と「気候危機」に関連して述べられているが、それの端緒となり、危機を増大させてき

た人間の対応には全く触れられていない。新型コロナ感染症拡大や気候変動は、人間の自然破壊、大規模開

発にも発端があり、新型コロナで医療・介護崩壊に至ったり、都市型水害に見舞われているのは、この間に

保健所を統廃合し、感染症をも担う公的病院を統廃合してきたことや地面をコンクリートで埋め尽くし、超

高層ビルを林立させてきた結果ではないか。公衆衛生、医療、都市開発における行政の役割がどうであった

のかを顧みずに、危機だけを取り上げた記載は行政を担う東京都としてどうなのか？全く無謬であったこ

とを言いたいのか？過去の過ちに学び、ビジョンや戦略を作成しないと「未来の東京を切り拓く」ことはで

きない。「持続可能性」や「渋沢栄一や後藤新平をはじめとする先人たちの精神を受け継ぐ」ことは出来な

い。 

 以上の点から、これまでの東京都行政の在り方を顧みながらの観点を含めた記載に変更するべきと考え

る。 

●70～74 ページ 

 全体の記載の中に人口減やリモートワークへの就労スタイル移行で就労人口が減少してゆく観点が抜け

ている。そうしたスタイルの変化を見据えたビジョンにしないと、ここに記載されているように大規模開発

推進の様な基調となってしまう。オフィス床の過剰供給をどう制御してゆくのか、超高層オフィスビル・マ

ンションの老朽対策や解体・建替え、それに伴う法整備などもソフト面の整備も含めた記載に変えるべき。

そうしないとゴーストタウン化してしまう地域が出てくることも危惧される。 

●113 ページ 

 医療提供体制等の確保と保健所の取組強化の一覧で、感染状況に応じた入院病床の確保で「･･･都立・公

社病院･･･」と記載が複数あるが、次に述べる 201 ページの記載との関連で整合性や実現性があるのか？疑

問。保健所における防疫対策等の取組強化で、人的・物的支援策ばかりではなく、多摩地域に保健所を増設

することを明記すべきではないか。 

●201 ページ 

都立・公社病院改革プロジェクトが掲げられ、３か年のアクションプランが記載されている。以下の点で

特に地方独立行政法人への移行について年次計画とともに記載を削除もしくは変更すべきである。 

都立・公社病院改革については、新型コロナ禍の中で現状に鑑み再検討が必要あり、コロナ禍以前に検討

されてきた内容・日程で進めるべきではない。 

本戦略は「新型コロナとの闘いを通じて浮き彫りとなった課題を踏まえ､･･･ビジョンをバージョンアッ

プ」したと記載されているが、それが病院改革について行われていないか不十分であることは、現状と課題

に感染症について触れられていないことや 175 ページの 7の項目に一文言がないことからも読み取れる。 

都内で新型コロナ感染症に率先して対応したのは都立・公社病院であった。そして、現時点でも両病院で

コロナ対応病床を確保し、都内で重要な役割を果たしている。１月に新たに都立・公社３病院を都知事指令

の下に急遽コロナ専門病院としたが、ここに記載されているように地方独立行政法人ではこうした対応が

指令一下、短時間できるのか？平時では需要多くない感染症指定病床確保し続けることができるのか？検

討し、その結果を都民に示し、その判断を仰ぐ必要である。それがないままに都民の財産のあり方を地方独

立行政法人に変更するのは許されない。 
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●210～212 ページ 

 国際競争力を備えた魅力的な拠点の形成について、記載には「優良な民間開発を誘導することにより･･･」

等と民間による大規模開発を誘導することについて記載れているが、そうしてきた結果、汐留の様なヒート

アイランド現象を引き起こし、生活や気候に悪影響を及ぼしているではないか。競争力の観点からだけでは

なく、生活や環境改善、就労人口減少の将来を見据えた都市計画を作成し、超高層建物中心ではない規制を

都として行ってゆく旨の記載をするべきである。少なくとも人間や環境への配慮の記載を加えるべきであ

る。202 ページ 1 の記載「道路空間や駅周辺のリメイクに当たっては･･･ウォーカブルなまちづくりを進め

る。」とも内容が合致していない。 

●218 ページ 

羽田空港の機能強化や航空機能に関する調査を記載するだけでは、不十分。都市上空を低空飛行する様な

羽田空路について、早急にとりやめるような調査・対策を明記すべき。都民の安全や良好な生活環境確保の

観点からも取り組むべき課題。新型コロナ禍で経済優先だけではダメだと記載しているではないか。 

●228～235 ページ 

 戦略 10 で DataHighway 戦略を掲げているが、デジタル化による効率化や利便性向上のみの記載に留まっ

ている。個人情報保護への懸念については、全く記載がない。それは、東京都として懸念も考慮も配慮もし

ないという表明なのか？各アクションプランについても、個人情報がどの様に保護されるのか明確にされ

なければ、年次目標を立てて推進するべきではない。個人情報を扱う行政としての姿勢がまず問われること

から、その点について明確な戦略として記載するべきである。 

さらにデジタルデバイドへの対応についても触れられていない。取り残すということなのか？都民だれ

もが情報から取り残されない対策を戦略として記載すべきである。 

●309 ページ 

島しょ地域での専門医療について記載されており、ここでは「都立病院・・・」との記載が見られるが、

201 ページとの関連で、現在都立病院が担っている役割を地方独立行政法人が同規模・水準で担えるのか？

担うことができるのか不明である。その点を明確に示す必要がある。201 ページとの関係だけでも運営主体

が 2023 年度には法人になると記載されているのであるから、ここに「都立病院」と記載するのは整合性に

欠ける。 

上記 113，201 ページに関する記載した理由も含め、本案すべての都立・公社病院の地方独立行政法人へ

の移行に関する記載は削除もしくは変更すべきである。 

以上 
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意見内容 都の考え

・コロナ対策の反省として、公共の病院の重要性を確認した。感染症
がこれからも拡大するような状況下では、都立病院は現状のままにし
てほしい。

・戦略８「都立・公社病院改革プロジェクト」において、行政的医
療を安定的かつ継続的に提供するとともに、地域医療の充実に貢献
するため、都立・公社病院の改革を推進してまいります。感染症医
療を初めとした都立・公社病院の行政的医療を担う役割は、地方独
立行政法人への移行後も変わることはありません。また、感染症発
生時には、東京iCDCを司令塔として、都が実施する感染症対策を
踏まえながら、一層機動的に対応してまいります。頂いた御意見は、
今後の参考とさせて頂きます。

・都立・公社病院改革プロジェクトの地方独立行政法人への移行につ
いて年次計画とともに記載を削除もしくは変更すべきである。都立・
公社病院改革については、新型コロナ禍の中で現状に鑑み再検討が必
要あり、コロナ禍以前に検討されてきた内容・日程で進めるべきでは
ない。都内で新型コロナ感染症に率先して対応したのは都立・公社病
院であった。そして、現時点でも両病院でコロナ対応病床を確保し、
都内で重要な役割を果たしている。１月に新たに都立・公社３病院を
都知事指令の下に急遽コロナ専門病院としたが、ここに記載されてい
るように地方独立行政法人ではこうした対応が指令一下、短時間でき
るのか。平時では需要多くない感染症指定病床確保し続けることがで
きるのか。検討し、その結果を都民に示し、その判断を仰ぐ必要があ
る。

・新型コロナ対応の先頭に立つ都立・公社病院の地方独立行政法人へ
の経営形態の移行に反対する。

・新型コロナの対応、さらに未知感染症に備え重要な役目を果たして
いる都立、公社病院の統廃合は止め、一層充実させることが必要。こ
の間減らされた保健所も増設させ、スタッフも充実させるべき。戦略
に組み入れてほしい。

・戦略０「感染症に打ち克つ戦略」において、「東京 i ＣＤＣ」を
核とした効果的な対策、区市町村・保健所・医療機関等と連携した
対策などを掲げ、全力で取り組んでまいります。現在、医療機関や
保健所などを含め、東京の総力を挙げた対応を進めているところで
あり、この経験を活かし、未知なる感染症の発生にも有効な対策に
つなげてまいります。また、戦略８「都立・公社病院改革プロジェ
クト」において、行政的医療を安定的かつ継続的に提供するととも
に、地域医療の充実に貢献するため、都立・公社病院の改革を推進
してまいります。感染症医療を初めとした都立・公社病院の行政的
医療を担う役割は、地方独立行政法人への移行後も変わることはあ
りません。感染症発生時には、東京iCDCを司令塔として、都が実
施する感染症対策を踏まえながら、一層機動的に対応してまいりま
す。頂いた御意見は、今後の参考とさせて頂きます。

意見募集結果【戦略８について】
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意見内容 都の考え

・給与比率を低下させることに重きを置く給与体系は懸念されるべき
であるし、非常勤や期限付きが増える人員採用は、長く専門的な知識
を蓄えてプロに育てることにはならない。独法化のメリットが本当に
発揮されるのか、オープンに議論すべき。

・戦略８「都立・公社病院改革プロジェクト」において、行政的医
療を安定的かつ継続的に提供するとともに、地域医療の充実に貢献
するため、都立・公社病院の改革を推進してまいります。感染症医
療を初めとした都立・公社病院の行政的医療を担う役割は、地方独
立行政法人への移行後も変わることはありません。頂いた御意見は、
今後の参考とさせて頂きます。・都立・公社病院改革プロジェクトについて、独法化は撤回削除して

ほしい。都立・公社病院の役割は、都直営で、財政支援をしてこそ、
果たすことができる。

・都立・公社病院の独立法人化は撤回すべき。

・「14.都立・公社病院改革プロジェクト」は、戦略8「13.人生100年
時代を支える質の高い医療提供プロジェクト」ならびに戦略8の大前提
とも矛盾する。戦略0、戦略4とも不整合である。ほとんどの医療機関
が株式会社ではなく非営利で運営する意味を肝に銘じて都立・公社病
院の独法化は白紙撤回いただきたい。

・戦略８「都立・公社病院改革プロジェクト」において、行政的医
療を安定的かつ継続的に提供するとともに、地域医療の充実に貢献
するため、都立・公社病院の改革を推進してまいります。感染症医
療を初めとした都立・公社病院の行政的医療を担う役割は、地方独
立行政法人への移行後も変わることはありません。頂いた御意見は、
今後の参考とさせていただきます。なお、地方独立行政法人は、都
が100%出資して設立する法人であり、運営主体が変わっても都立
病院でなくなることはありません。

意見募集結果【戦略８について】
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意見内容 都の考え

・空港の強化について、飛行数の増便は強化に繋がるどころか安全面
で逆行、弱体化になるのではないか。
・幹線道の整備などによる、昔からあるまちの移転・廃業・コミュニ
ティの分断が気になる。地元有力者だけでなく地元民からの声をしっ
かり受け止め、再考できるものは、今からでも再検討した方がいい。
・コロナ後の世界の流れは、地球を考え、安全を優先するのなら、発
着枠の拡大ではなく、羽田飛行ルートを海上飛行ルートに戻すことを
明記し取り組むことが先決。
・新しい日常を謳い、自転車の走る街づくりに大いに期待したい。た
だ、これまでのp201などの流れでは、何か噛み合わない。根本のとこ
ろで矛盾を感じる。ぜひ、自転車すいすいプランの実現に移ってほし
い。

・将来にわたって、東京が国際競争力をもって持続的な発展を続け
ていくためには、国内外に豊富なネットワークを有する羽田空港の
機能強化を図ることが不可欠です。
・新飛行経路の導入に当たり、都は、国に対して丁寧な情報提供や
騒音影響の軽減、安全管理の徹底を求め、それを踏まえて、国は住
民説明会の実施や低騒音機の導入促進、落下物防止対策の義務づけ
など、様々な対策を実施して運用を開始しました。
・運用開始後も、国はさらに、新飛行経路下における航空機騒音の
測定結果の公表や落下物対策として機体チェックの体制強化等を
行っています。
・また、国は、昨年、地元区の意見等を踏まえ、羽田新経路の固定
化回避に係る技術的な方策について、現在の滑走路の使い方を前提
として多角的に検討する会を設置し、検討が進められています。
・引き続き国に対し、都民の理解が更に深まるよう、丁寧な情報提
供と騒音・安全対策の着実な実施を求めてまいります。

・「都市間競争」「打ち勝つ」などという考え方自体が、公共性に欠
ける。
・コロナによって人々の生活形態が変わり、IT化が加速していること
を考えると、これ以上の羽田空港の機能強化は必要ない。羽田空港新
ルートによる進入角度問題や落下物問題などについてもっと真剣に取
り組んでほしい。
・横田基地軍民共用化はやめてほしい。作為的としか思えないほど、
都民への周知もなされていない。コロナ後の社会状況の変化をもとに、
本当に横田基地の軍民共用化にメリットがあるのか、再検討を求める。
デメリットもきちんと提示したうえで、広報を求める。

・将来にわたって、東京が国際競争力をもって持続的な発展を続け
ていくためには、国内外に豊富なネットワークを有する羽田空港の
機能強化を図ることが不可欠です。
・新飛行経路の導入に当たり、都は、国に対して丁寧な情報提供や
騒音影響の軽減、安全管理の徹底を求め、それを踏まえて、国は住
民説明会の実施や低騒音機の導入促進、落下物防止対策の義務づけ
など、様々な対策を実施して運用を開始しました。
・運用開始後も、国はさらに、新飛行経路下における航空機騒音の
測定結果の公表や落下物対策として機体チェックの体制強化等を
行っています。
・引き続き国に対し、都民の理解が更に深まるよう、丁寧な情報提
供と騒音・安全対策の着実な実施を求めてまいります。
・横田基地の共用化は、首都圏西部地域の航空利便性の向上、多摩
地域の活性化などに資するものです。

意見募集結果【戦略９について】
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－23－ 

［上位5位の推移］ 

 

・「医療・衛生対策」は昨年の第2位から第1位 

・「防災対策」は昨年より6ポイント減少し、第2位 

・「行財政」は昨年より6ポイント増加し、第5位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）「子供」:「少子化・虐待防止などの子供対策」 

  

平成28年 29年 30年 令和元年 ２年 ３年

高 齢 者 防 災 高 齢 者 高 齢 者 防 災 医療・衛生

53.5％ 48.7％ 53.2％ 48.9％ 46.8％ 44.0％

防 災 治 安 防 災 治 安 医療・衛生 防 災

48.6％ 48.2％ 51.3％ 42.8％ 43.8％ 41.2％

治 安 高 齢 者 治 安 防 災 高 齢 者 高 齢 者

48.1％ 46.7％ 46.5％ 39.1％ 39.4％ 40.3％

医療・衛生 医療・衛生 医療・衛生 医療・衛生 治 安 治 安

41.7％ 41.5％ 41.0％ 37.9％ 34.4％ 33.4％

行 財 政 行 財 政 行 財 政 交 通 安 全 子 供 行 財 政

27.1％ 31.2％ 27.2％ 26.1％ 28.2％ 29.5％

8位 6位 6位 6位

交 通 安 全 子 供 行 財 政 子 供

20.8％ 23.1％ 23.1％ 26.5％

8位 10位

行 財 政 交 通 安 全

20.1％ 14.6％

1位

2位

3位

4位

5位

都民生活に関する世論調査（2022年1月　東京都生活文化局）
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－24－ 

警察官によるパトロールの
強化

子供等に対する犯罪が起こ
りにくい環境の整備

オレオレ詐欺や還付金詐欺
などの特殊詐欺や悪質商法
等被害の防止

防犯設備の設置等に対する
支援

不正アクセスなどインター
ネットを利用した犯罪の
防止

外国人による犯罪の防止

少年犯罪・少年非行の防止

テロ対策等新たな犯罪への
取組

(ｎ＝618)

その他

無回答

23.3 

18.6 

13.8 

11.3 

10.8 

10.4 

4.7 

3.2 

1.5 

2.4 

0 10 20 30（％）

（4）具体的な要望施策：力を入れてほしい分野について、具体的な内容を示して聞いた。（上位5位） 

（本文Ｐ103～Ｐ108） 

1 医療・衛生対策 2 防災対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 治安対策 

 

 

 

 

 

 

 

3 高齢者対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 行財政 

 

 

安心できる医療の確保

医療施設の整備

新型コロナウイルスや
エイズ等感染症対策

救急医療体制の整備

がん予防・医療対策

花粉症などのアレルギー
対策

生活習慣病予防対策

食品の安全対策

その他

無回答
(ｎ＝813)

32.3 

19.7 

18.8 

15.6 

3.1 

1.8 

1.7 

1.5 

1.4 

4.1 

0 10 20 30 40

（％）

防災都市づくり（無電柱
化、道路の整備や建築物
の耐震化・不燃化等）

災害時の活動体制の充実

風水害対策
（台風・集中豪雨による
　災害の予防・復旧等）

防災対策に関する普及・
啓発活動の充実

その他

無回答
(ｎ＝762)

42.9 

24.8 

24.0 

5.2 

0.9 

2.1 

0 20 40 60（％）

介護保険サービスの質的
向上

特別養護老人ホーム等施設
サービスの充実

訪問介護・通所介護等在宅
サービスの充実

認知症の人と家族への支援

高齢者が活躍できる地域づ
くりの促進

サービス付き高齢者向け住
宅等高齢者が自立するため
の住まいの確保

介護予防及び高齢期の健康
づくり

その他
(ｎ＝745)

無回答

21.3 

14.1 

13.8 

12.6 

11.9 

11.5 

8.3 

1.2 

5.1 

0 10 20 30（％）

都税の適正な徴収と使用
など財政の健全化

行政手続のデジタル化の
推進

業務の効率化の推進など
業務改革の推進

行政と民間との協働の推進
や行政分野の民間開放

都区制度を含む自治制度の
見直し

組織、人事制度など執行
体制の整備

(ｎ＝545)

その他

無回答

45.3 

25.9 

14.1 

5.9 

2.9 

2.4 

1.8 

1.7 

0 10 20 30 40 50
（％）
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介護署名196,073筆！ 

いのち署名177,310筆！ 年金署名90,933筆！ 
75歳以上医療費2倍化中止171,218筆！ 
全労連は、1月 28日、中央社保協や民医連、医労連などとともにいのち署名や介

護署名などを提出する国会行動を行いました。コロナ感染が広がる中でしたが、300

人以上の参加がありました（会場 110人、オンライン 160回線）。集会には 20人の

国会議員（うち秘書のみ 9人）が駆け付け、あいさつするとともに、いのち守る政

策への転換に向けての決意を述べました。介護署名 196,073筆、75歳以上医療費２

倍化中止署名 171,218 筆、年金署名 90,933 筆を提出しました。新いのち署名は集

約のみ発表 177,310筆となりました。終了後、国会議員要請を行いました。 

開会に先立ち行われた情勢学習会では、中央社保協代表委員の住江憲勇・保団連

会長が開会あいさつし、「『新しい資本主義』は旧態依然の大企業と富裕層支援の新

全労連社会保障闘争本部ニュース 
   NO.160 全労連社会保障闘争本部発行 

                   2022 年 2月 1日 
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自由主義に他ならない」「2022年度予算案は社会保障自然増 2200億円を削減し、法人

税と富裕層の所得税の課税強化による所得再配分機能を全く否定している」と指摘し、

「新自由主義推進の岸田自公政権と補完勢力を上回る野党共闘の大きな拡大のための

世論を作り上げよう」と呼びかけました。 

佛教大の横山壽一教授による「新たな国会情勢下での新いのち署名、社会保障拡充

のたたかい」と題する講演の後、統一署名提出行動を行いました。 

地域医療構想をみんなの力で中止させよう 

国会議員が次々駆け付け、いのちまもる政策への転換を訴えました。全労連の黒澤

幸一事務局長が「首相への手紙～コロナ禍、私が経験したこと」の冊子を手にマイク

を握り、声を紹介しながら、「この声にこたえるためにも政府を動かさなければならな

い」「いのちまもる緊急行動などで私たちは実際に政治を動かし始めている」と述べ、

「地域医療構想をみんなの力で中止させよう」と訴えました。 

日本高齢期運動連絡会の吉岡尚志代表委員が、「ひどい制度を子や孫に残すわけにい

かない。叫ぼう高齢者、子や孫とともに」と訴え。介護 7 団体からは、いのちと暮ら

しを脅かす安全保障関連法に反対する医療・介護・福祉の会の共同代表・小島美里さ

んが「訪問介護の有効求人倍率は 14.92倍。崩壊の危機は始まっている」「最前線の人

権の担い手をここまでないがしろにするとは情けない」と述べ、ネット署名への協力

を呼びかけました。 

自治労連の小泉治中央執行委員は、第 6 波の中で奮闘する現場の保健師さんからの

聞き取りとして、「人が足りない」「１日 100件単位で積み残しが出ている」「疫学調査

を普通にやれば１時間かかるところを 10 分でやれと言われている」「自宅療養が 9 割

で健康観察に時間をとられている」「ホテルも足りず、これでは“自宅放置”だ」「その

中で、時間外 100時間超、応援の人でも 50時間超の人が出ている。母子保健など通常

のサービスへの影響は計り知れない」などの声を紹介。自治労連は、いのちまもる署

名ハガキや、職員まもる署名などに取り組んでいるとして、ともに奮闘する決意を述

べました。 

日本医労連の森田進書記長は、今日をはさむ 2，3日で、国会に来られなかった人た

ちが各地で国会議員の地元事務所を回っていることを紹介。医療資格の国家試験をコ

ロナ感染により受けられず 4 月からの内定を取り消される事態となっている。ただで

さえ少ない医療現場の人員がまた減ってしまうと指摘しました。「看護・介護・保育の

賃上げというが、安倍・菅・岸田すべての政権が、インセンティブ、実績がないと与え

ない。額も少ないが、チームワークが必要な医療・介護・福祉の現場に分断を持ち込

む仕組みそのものを変えなければならない」と述べ、国会が終わる 5・6月まで大いに

運動を拡げ、「おかしい」という気持ちを国会に広げ、「おかしい」と気づいている国

民とともに夏の参院選にぶつける契機となるよう奮闘すると決意を述べました。 

請願採択めざし、市民と野党の共闘、共同の輪を大きく広げよう 
中央社保協の是枝一成事務局次長が行動提起を行い、「市民と野党の共闘を進め、賛

同議員を国会で多数にしていくことが大事」「地域からの運動で主権者として通常国会

での請願採択の実現を目指し共同の輪を大きく広げよう」と呼びかけました。 

終了後、参加者は国会議員要請に向かい、13時

から介護 7団体による介護署名提出行動が行われ

ました。同日、東京に来られない地方の方々によ

り、各地で地元国会議員への要請行動も取り組ま

れました。 

 

いのち・くらし・社会保障立て直せ一斉行動 今後の行動日程 

2月 25日 全国一斉宣伝行動 4月 25日 全国一斉署名行動 

3月 2日 署名提出       5月 26日 署名提出 
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人権としての医療・介護東京実行委員会 ＮＥＷＳ ＃１２ 

2022.4.6 人権としての医療・介護 東京実行委員会 事務局作成 

 

都議会第２回定例会にむけて、第４次請願署名開始しました 

第１回定例都議会厚生委員会で第 3次署名が不採択とされたので、定例会最終日 3月 25 日を前に

して、23 日午後に第 4次請願を 28筆の署名を添えて提出しました。この日はすべての会派を回る時

間がなく、紹介議員には、日本共産党都議になって頂き

ました。引き続き他の会派にもお願いする予定です。 

第 4 次請願は、都の予定する 7 月独法化移行の直前で

最後の都議会定例会で審議されることになります。審議

日は 5月 27 日あたりになりそうなので、最終集約を 5月

18 日、都議会最終提出日を 19 日とします。約 1 カ月の

短期間の取り組みとなりますが、「独法化はやめろ！」の

都民の意思表示をおおいに示していきましょう。 

 

3 月 15 日、第 3次請願審議、都議会包囲行動に 370 人 

 私たちが取り組んできた「都立病院を廃止す

るな！独法化中止」請願（第 3 次請願）が厚生

委員会で審議される 3 月 15 日には、370 名を超

える人々が「都議会包囲大行動」を行い、請願

を採択せよとシュプレヒコールをあげました。 

請願は、日本共産党、自由を守る会の賛成少

数で不採択となりました。さらに第一回定例都

議会に小池都知事が提案した「東京都立病院条

例を廃止する条例」、都立・公社病院への計上を

6 月末までとする予算案は、自民・公明党・都ファなどの賛成多数で可決されました。 

 この間の都議会審議の中で、都民にとって都立・公社病院を独法化しなければならない合理的根拠を都

側は全く示すことができませんでした。そればかりか、独法化提案の手続き自体が地方自治法違反であっ

たこと、都は国が進める公立・公的病院の再編統合方針に積極的に応え、今後、都立・公社病院の再編・

統合や病床機能の転換に筋道をつけたことが鮮明となりました。 

 コロナ禍の中で大きな役割を果たしている病院を地方独立行政法人に移行させ、約 7 千人の都職員を

減らし、約 7 千病床を採算優先の運営にしていく提案をした小池都知事、それに同意した都議会会派の

態度は、東京の医療体制を弱体化させ、都として都民のいの

ちと健康を守る役割を投げ捨てたものとして、後世からも大

きく非難されることになるでしょう（3 月 25 日付、実行委員

声明参照）。25 日夕方には新宿駅西口でこの「暴挙」を伝える

宣伝も行いました（左写真）。独法化実施は 7 月からです。ま

だまだこの状況が多くの都民には知られていません。「都立病

院は直営のままで、独法化は中止！」の世論を署名の取り組

みとあわせてさらに広げましょう。 
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＜声明文＞ 

 

「都立病院廃止条例」と「2022 年度予算」の可決に抗議し、 

7 月からの都立・公社病院の地方独立行政法人化の撤回を求めます 
 
第１回定例都議会に小池都知事は「都立病院廃止条例」を提案し、都議会は、賛成

多数でこれを可決、7月から都立・公社病院を地方独立行政法人へ移行することを認

めました。しかし、この地方独立行政法人化は検討段階から違法性や利権問題が指

摘されています。 

私たちは本定例都議会に 5 万 7,511 筆の署名を添えて「独法化中止」を求める請

願を提出していました。この声に応えることなく、コロナ禍前に策定した「都立病院

を廃止し、公社病院とともに地方独立行政法人に移行する方針」を見直す事なく議

会に提案した知事とこれに賛成した会派・議員に、私たちは怒りを持って抗議しま

す。 

 

 新型コロナウイルス感染が広がる中で都立・公社病院は都民のいのちを守るため

にコロナ対応病床を全国トップレベルで確保し、職員をコロナ対応支援に派遣し、

都民のいのちと暮らしを守る大きな役割を果たしています。この間の都の広報でも

議会論議でも、コロナ禍中で、そうした成果の検証や運営形態を大きく変える必然

性に対して合理的な説明はほとんどされていません。 

都立・公社病院を廃止し、地方独立行政法人に移行することは、約７千人の都の職

員の身分を奪うと同時に、法人は移行された約７千床を含め、採算優先の運営を求

められることになります。そうなれば、都直営時に比べて差額ベッド料など保険外

での収入増、人件費などの経費減に拍車がかかり、患者にとっては医療費負担が増

えることが懸念されます。また都立病院が設立時から担ってきた感染症や精神科医

療、難病、災害医療など採算のとりにくい医療の後退、経験によるスキル蓄積の後退

につながることは、先に独法化された病院の例を見ても明らかです。 

独立行政法人化は、都民へ医療提供体制を弱体化させるばかりか、東京都として

都民のいのちを守る責務を放棄することになります。都民の声も都議会の関与が弱

まることから、従来に比して届きにくくなります。 

私たちは、これまで「都民のいのちをまもる」ために東京都として担ってきた役割

を継続させるため、「都立病院廃止条例」の施行を中止し、７月からの都立・公社病

院の地方独立行政法人への移行の撤回を求めるものです。そのために、引き続き力

を尽くす決意です。 

2022 年 3 月 25 日 

人権としての医療・介護東京実行委員会 
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2021 年 11 月 26 日 都議会厚生委員会 速記録 

 

○おじま委員長 次に、請願陳情の審査を行います。 

 請願三第一〇号を議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 

○花本新型コロナウイルス感染症対策調整担当部長新型コロナウイルス感染症検査推進担当部長兼務 お手元

にお配りしております請願・陳情審査説明表に従いましてご説明させていただきます。 

 整理番号 1、請願三第一〇号、コロナ禍で都立・公社病院の独法化中止と都民が安心して受療できることに関

する請願は、人権としての医療・介護東京実行委員会事務局の窪田光さん外五万九千三百六十七人から提出され

たものでございます。 

 請願の趣旨は、都において、次のことを実現していただきたいというものでございます。 

 第二項として、病床の削減、統合の対象となった九つの公立病院、公的病院を存続し、充実させることを国に

求めること。 

 第三項として、PCR 検査、抗体検査及び医療体制の抜本的な強化で、新型コロナウイルス感染症対策を充実さ

せること。 

 第四項として、保健所の増設、保健師などの増員と拡充を行い、感染防止と公衆衛生の抜本的な強化を図るこ

と。 

 第五項として、重大な経営難、経営危機に見舞われている医療機関への抜本的な財政支援を行うとともに、国

に対して支援を求めることというものでございます。 

 次に、現在の状況についてご説明させていただきます。 

 第二項につきまして、国は令和元年、公立、公的医療機関等を対象に診療実績データの分析を行いましたが、

その分析手法は全国一律の基準を機械的に適用したものであり、分析結果をもって、各医療機関が将来担うべき

役割やそれに必要なダウンサイジング、機能分化等の方向性を決めるものではないとされております。都内では

九つの病院が具体的対応方針の再検証が必要な医療機関とされましたが、この中には、僻地医療を担う病院や特

殊な疾病に対応する病院も含まれておりました。 
 これらを踏まえまして、都は令和元年度、二次保健医療圏ごとに設置している地域医療構想調整会議で、国の

分析だけでは判断し得ない地域の実情に関する意見を補いながら、対象病院の役割や医療機能について意見交換

を行い、各病院はそれぞれの特色を生かして地域における役割を果たしているものと確認いたしました。 
 ～略～ 

 第四項につきまして、地域保健法に基づく国の地域保健対策の推進に関する基本的な指針で、都道府県が設置

する保健所の所管区域は、二次医療圏とおおむね一致した区域とすることを原則として定めることが必要である

とされており、都保健所は、地域保健の広域的、専門的、技術的拠点として、二次保健医療圏に一か所設置して

おります。 
 新型コロナウイルス感染症の感染拡大への対応では、庁内から応援職員の配置、会計年度任用職員や人材派遣

職員の活用などのほか、感染症対策に従事する保健師の定数を令和三年度に十一名増員し、体制強化に取り組ん

でおります。 
 今後、今回の感染拡大から終息に至るまでの都保健所の取組を検証した上で、改めてその在り方を検討してい

くこととしております。 
 ～略～ 

 説明は以上でございます。ご審議のほどよろしくお願いいたします。 
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施行日 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

主な改正内容

長時間労働の医師の労働時間短縮
及び健康確保のための措置の整備
等

R6.4.1に向
け段階的に
施行

医療関係職種の業務範囲の見直し
R3.10.1施
行

医師養成課程等の見直し

※歯科は医科のそれぞれ１年後に施行

R5.4.1施行

※受験資格の
見直しは
R7.4.1施行

新興感染症等の感染拡大時におけ
る医療提供体制の確保に関する事
項の医療計画への位置付け

R6.4.1施行

地域医療構想の実現に向けた医療
機関の取組の支援

公布日施行

外来医療の機能の明確化・連携 R4.4.1施行

持ち分の定めのない医療法人への
移行計画認定制度の延長

公布日施行

主な改正内容に関する施行スケジュール

公布

施行に向け
た検討

外来機能報告等の実施 （施行状況等を踏まえ、改善検討）

外来医療計画ガイ
ドライン見直し検討

外来医療計画
見直しの検討

８次医療計画（外来医療計画を含む）に基づく外来機能の明確化・連携の推進

支援の実施

基本方針等の改正 第８次
医療計画
策定作業

第８次
医療計画

（上半期）

※登録免許税の優遇措置は
令和４年度まで

※新興感染症等対応を含む
５疾病６事業・在宅医療
等について検討

第８次
医療計画

（下半期）

医師法に基づく共用試験の実施
（合格者は臨床実習において医業を実施）

労働時間短縮計画の案の作成

医療機関勤務環境評価セン
ターによる第三者評価

都道府県による特例水準
対象医療機関の指定

労働時間短縮計画に基づく取組み
特例水準適用者への追加的健康確保措置
定期的な労働時間短縮計画の見直し、評価受審

医師国家試験の受験資格において
共用試験合格を要件化

タスクシフト／シェアの推進

共用試験の内容等の検討

制度の運用、令和５年10月
以降の制度の検討

審査組織による
C-2水準の個別審査

施行
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122

83

49

0

20

40

60

80

100

120

140

既に１回以上

調整会議で

議論を行った

まだ調整会議で

議論を行っていない

新型コロナの影響等で

再検証に関する議題が

設定されていない

（未開催を含む）
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再検証対象医療機関の取組状況

再検証対象医療機関 合意済、再検証結果に基づき措置済又は再検
証対象外となった医療機関（※）

436医療機関 199医療機関（46%）

（※）合意済の医療機関数：83医療機関
合意結果に基づき措置済の医療機関数：92医療機関
再検証対象外の医療機関数：24医療機関

※再検証中の医療機関のうち、コロナ以外の理由で検討が困難な主な理由

・圏域内の医療機関において再編統合の検討が続いており、具体的対応方
針が未策定であること

・重点支援区域の申請を行うことから個々の病院で判断できる段階ではない
とのこと

・令和４年度以降に一部病棟の建替えを計画しており、建替計画の中で病
床削減を含めた病床機能の見直しについて改めて検討することとしている
こと

・国の公的医療機関の見直しの状況を踏まえる必要があること
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第８次医療計画の策定に向けて

〇 中長期的な人口構造の変化に対応するための地域医療構想については、その基本的な枠組み（病床
必要量の推計など）を維持しつつ、着実に取組を進めていく必要があるが、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大を受け、地域医療構想に関する取組の進め方については、都道府県に可能な限りの対応
をお願いする一方で、厚生労働省において改めて整理の上、お示しすることとしていた。（具体的対
応方針の再検証等の期限について（令和２年３月４日及び８月31日付け通知））

○ 今後、各都道府県において第８次医療計画（2024年度～2029年度）の策定作業が2023年度までか
けて進められることとなるが、その際には、各地域で記載事項追加（新興感染症等対応）等に向けた
検討や病床の機能分化・連携に関する議論等を行っていただく必要があるため、その作業と併せて、
2022年度及び2023年度において、地域医療構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針
の策定や検証・見直しをお願いしたい。その際、各都道府県においては、今回の新型コロナウイルス
感染症の感染拡大により病床の機能分化・連携等の重要性が改めて認識されたことを十分に考慮いた
だきたい。
また、検討状況については、定期的に公表をお願いしたい。

○ 厚生労働省においては、改正医療法を受け、第８次医療計画における記載事項追加（新興感染症等
対応）等に向けて、検討状況を適時・適切に各自治体と共有しつつ、「基本方針」や「医療計画作成
指針」の見直しを行っていくこととしている。この検討状況については、適宜情報提供していくので
参考とされたい。

○ 地域医療構想の推進の取組は、病床の削減や統廃合ありきではなく、各都道府県が、地域の実情を
踏まえ、主体的に取組を進めるものであり、厚生労働省においては、各地域における検討状況を適
時・適切に把握しつつ、自主的に検討・取組を進めている医療機関や地域について、その検討・取組
を「重点支援区域」や「病床機能再編支援制度」等により支援していく。
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都
道
府
県

○ 今後の人口減少・高齢化に伴う医療ニーズの質・量の変化や労働力人口の減少を見据え、質の高い医療を効率的に
提供できる体制を構築するためには、医療機関の機能分化・連携を進めていく必要。

○ こうした観点から、各地域における2025年の医療需要と病床の必要量について、医療機能（高度急性期・急性期・回
復期・慢性期）ごとに推計し、「地域医療構想」として策定。
その上で、各医療機関の足下の状況と今後の方向性を「病床機能報告」により「見える化」しつつ、各構想区域に設置

された「地域医療構想調整会議」において、病床の機能分化・連携に向けた協議を実施。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策定し、
更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療
需要と病床の必要量を推計

・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（二次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、医療従事者の確保・養成等

地域医療構想について

（機能が
見えに
くい）

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、

「地域医療構想調整会議」で議論・調整。

医療機能の現状と今後の
方向を報告（毎年１０月）

病床機能報告

回復期機能の
患者

高度急性期機能
の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者医療機能
を自主的
に選択

地域医療構想について
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※1：2020年度病床機能報告において、「2025年7月1日時点における病床の機能の予定」として報告された病床数
※2：対象医療機関数及び報告率が異なることから、年度間比較を行う際は留意が必要

（報告医療機関数/対象医療機関数（報告率） 2015年病床機能報告：13,863/14,538（95.4％）、2020年病床機能報告：12,635/13,137（96.2％））
※3：端数処理をしているため、病床数の合計値が合わない場合や、機能ごとの病床数の割合を合計しても100％にならない場合がある
※4：平成25年度(2013年度) のＮＤＢのレセプトデータ 及びＤＰＣデータ、国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25年(2013年）3月中位推計）』等を

用いて推計
※5：ICU及びHCUの病床数（*）：18,482床（参考 2019年度病床機能報告：18,253床）

*救命救急入院料1～4、特定集中治療室管理料1～4、ハイケアユニット管理料1・2のいずれかの届出を行っている届出病床数

出典：2020年度病床機能報告

89.5
万床

※1

急性期
53.5万床（45％）

高度急性期
15.9万床（13%）

５
慢性期

29.9万床（25％）

回復期
20.5万床（17%）

急性期
59.6万床（48％）

高度急性期
16.9万床（14%）

慢性期
35.5万床（28％）

回復期
13.0万床（10%）

2015年度病床機能報告

合計 119.8万床

89.9
万床

0.3万床増

1.2万床減

1.6万床増

1.8万床減

約1.1万床減

2020年度病床機能報告

1.33

急性期
54.7万床（45％）

高度急性期
15.6万床（13％）

慢性期
31.7万床（26％）

回復期
18.9万床（16%）

合計 120.9万床

89.2
万床

２０２０年度病床機能報告について

合計 125.1万床
2025年見込2020年

76.5
万床

1.3万床減

4.9万床減

5.9万床増

3.8万床減

70.3
万床

69.4
万床

2015年

急性期
40.1万床（34％）

回復期
37.5万床（31％）

高度急性期
13.1万床（11％）

慢性期
28.4万床（24％）

90.7
万床

地域医療構想における
2025年の病床の必要量

（平成28年度末時点の推計）

53.2
万床

合計 119.1万床

※4
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2022 年度と 2021 年度 ４人家族(試算条件参照)

所得に占め
る割合％

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合％

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合

国保料（税）
年額（円）

千代田区 17.18 474,050 16.89 466,250 7,800 町田市 15.95 440,140 15.20 419,622 20,518
中央区 18.86 520,486 18.21 502,727 17,759 小金井市 15.26 421,097 15.01 414,340 6,757
港区 18.89 521,418 18.62 513,911 7,507 小平市 14.42 398,121 14.42 398,121 0
新宿区 18.91 521,884 18.55 512,047 9,837 日野市 14.34 395,840 13.38 369,260 26,580
文京区 18.95 523,049 18.61 513,678 9,371 東村山市 16.77 462,930 15.98 441,115 21,815
台東区 19.03 525,146 18.66 515,076 10,070 国分寺市 13.18 363,682 13.18 363,682 0
墨田区 18.99 524,214 18.70 516,008 8,206 国立市 12.87 355,195 12.87 355,195 0
江東区 19.14 528,175 18.82 519,503 8,672 福生市 14.26 393,570 13.30 366,955 26,615
品川区 19.25 531,204 19.01 524,629 6,575 狛江市 14.28 394,226 13.91 384,001 10,225
目黒区 18.96 523,282 18.52 511,115 12,167 東大和市 17.68 487,876 16.77 462,929 24,947
大田区 19.12 527,709 18.81 519,270 8,439 清瀬市 14.26 393,525 13.90 383,739 9,786
世田谷区 19.20 529,806 18.86 520,435 9,371 東久留米市 16.00 441,715 15.48 427,366 14,349
渋谷区 19.07 526,311 18.81 519,270 7,041 武蔵村山市 15.51 428,150 15.03 414,927 13,223
中野区 19.11 527,563 18.29 504,676 22,887 多摩市 13.96 385,172 13.96 385,172 0
杉並区 19.04 525,612 18.68 515,542 10,070 稲城市 14.30 394,782 14.30 394,782 0
豊島区 19.14 528,175 18.89 521,367 6,808 羽村市 15.02 414,619 14.49 400,033 14,586
北区 19.20 530,039 18.72 516,707 13,332 あきる野市 14.24 392,900 12.88 355,394 37,506
荒川区 18.80 518,855 18.49 510,416 8,439 西東京市 13.93 384,409 13.93 384,409 0
板橋区 19.24 530,971 18.92 522,299 8,672 瑞穂町 13.20 364,186 12.80 353,196 10,990
練馬区 19.24 530,971 18.95 522,998 7,973 日の出町 14.22 392,440 13.77 380,052 12,388
足立区 19.16 528,874 18.68 515,542 13,332 檜原村 11.54 318,550 10.79 297,760 20,790
葛飾区 19.12 527,709 18.54 511,581 16,128 奥多摩町 14.36 396,255 13.35 368,545 27,710
江戸川区 21.03 580,385 19.88 548,749 31,636 大島町 14.00 386,300 13.23 365,190 21,110
八王子市 17.95 495,500 16.59 457,990 37,510 利島村 10.49 289,481 10.49 289,481 0
立川市 16.27 449,083 16.27 449,083 0 新島村 12.54 346,060 11.54 318,450 27,610
武蔵野市 13.79 380,510 13.06 360,590 19,920 神津島村 15.45 426,387 14.69 405,462 20,925
三鷹市 14.05 387,840 13.46 371,590 16,250 三宅村 15.68 432,771 15.68 432,771 0
青梅市 15.22 419,940 14.42 398,090 21,850 御蔵島村 8.72 240,548 8.29 228,798 11,750
府中市 11.80 325,594 11.80 325,594 0 八丈町 15.47 427,080 14.21 392,090 34,990
昭島市 14.77 407,515 14.77 407,515 0 青ヶ島村 13.50 372,640 13.50 372,640 0
調布市 13.67 377,207 13.67 377,207 0 小笠原村 11.68 322,320 11.24 310,229 12,091

本人負担分（2022年4月納付分から）
前年度据え置き自治体

国保料（税）試算額比較

協会けんぽの場合、同条件で 年額23万3,580円

試算条件：４人世帯。年齢と収入は以下の通り：①世帯主40歳代・給与収入400万円（所得276万円）、②妻40歳代・専業主婦、③子ども2人（就学児）、④固定資産税5万円
※武蔵野市、昭島市、東大和市、清瀬市、武蔵村山市、あきる野市などでは子どもの均等割額の独自軽減制度を実施していますが、子どもの人数、年齢、世帯所得などの条件がありますので、試算額には反映
していません。

2022年度 2021年度 増減額
（円）

2022年度 2021年度 増減額
（円）
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2022 年度と 2021 年度 ４人家族(子ども未就学、試算条件参照)

所得に占め
る割合％

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合％

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合

国保料（税）
年額（円）

千代田区 15.39 424,750 16.89 466,250 -41,500 町田市 14.28 394,240 15.20 419,622 -25,382
中央区 16.85 465,186 18.21 502,727 -37,541 小金井市 13.84 382,097 15.01 414,340 -32,243
港区 16.89 466,118 18.62 513,911 -47,793 小平市 13.07 360,821 14.42 398,121 -37,300
新宿区 16.91 466,584 18.55 512,047 -45,463 日野市 12.85 354,740 13.38 369,260 -14,520
文京区 16.95 467,749 18.61 513,678 -45,929 東村山市 14.99 413,730 15.98 441,115 -27,385
台東区 17.02 469,846 18.66 515,076 -45,230 国分寺市 11.73 323,682 13.18 363,682 -40,000
墨田区 16.99 468,914 18.70 516,008 -47,094 国立市 11.78 325,195 12.87 355,195 -30,000
江東区 17.13 472,875 18.82 519,503 -46,628 福生市 12.82 353,770 13.30 366,955 -13,185
品川区 17.24 475,904 19.01 524,629 -48,725 狛江市 12.90 356,026 13.91 384,001 -27,975
目黒区 16.96 467,982 18.52 511,115 -43,133 東大和市 15.98 440,976 16.77 462,929 -21,953
大田区 17.12 472,409 18.81 519,270 -46,861 清瀬市 12.88 355,525 13.90 383,739 -28,214
世田谷区 17.19 474,506 18.86 520,435 -45,929 東久留米市 14.28 394,115 15.48 427,366 -33,251
渋谷区 17.07 471,011 18.81 519,270 -48,259 武蔵村山市 13.88 382,950 15.03 414,927 -31,977
中野区 17.21 475,063 18.29 504,676 -29,613 多摩市 12.54 346,172 13.96 385,172 -39,000
杉並区 17.04 470,312 18.68 515,542 -45,230 稲城市 12.77 352,382 14.30 394,782 -42,400
豊島区 17.13 472,875 18.89 521,367 -48,492 羽村市 13.70 378,119 14.49 400,033 -21,914
北区 17.20 474,739 18.72 516,707 -41,968 あきる野市 12.82 353,700 12.88 355,394 -1,694
荒川区 16.80 463,555 18.49 510,416 -46,861 西東京市 12.55 346,309 13.93 384,409 -38,100
板橋区 17.23 475,671 18.92 522,299 -46,628 瑞穂町 11.95 329,686 12.80 353,196 -23,510
練馬区 17.23 475,671 18.95 522,998 -47,327 日の出町 12.73 351,340 13.77 380,052 -28,712
足立区 17.16 473,574 18.68 515,542 -41,968 檜原村 10.44 288,250 10.79 297,760 -9,510
葛飾区 17.12 472,409 18.54 511,581 -39,172 奥多摩町 12.96 357,655 13.35 368,545 -10,890
江戸川区 18.94 522,785 19.88 548,749 -25,964 大島町 13.03 359,600 13.23 365,190 -5,590
八王子市 16.07 443,500 16.59 457,990 -14,490 利島村 9.47 261,481 10.49 289,481 -28,000
立川市 14.68 405,283 16.27 449,083 -43,800 新島村 11.34 313,060 11.54 318,450 -5,390
武蔵野市 12.41 342,510 13.06 360,590 -18,080 神津島村 13.99 386,087 14.69 405,462 -19,375
三鷹市 12.63 348,640 13.46 371,590 -22,950 三宅村 14.05 387,771 15.68 432,771 -45,000
青梅市 13.70 378,140 14.42 398,090 -19,950 御蔵島村 8.24 227,548 8.29 228,798 -1,250
府中市 10.67 294,434 11.80 325,594 -31,160 八丈町 14.49 399,980 14.21 392,090 7,890
昭島市 13.35 368,515 14.77 407,515 -39,000 青ヶ島村 12.31 339,640 13.50 372,640 -33,000
調布市 12.31 339,807 13.67 377,207 -37,400 小笠原村 11.16 308,120 11.24 310,229 -2,109

本人負担分（2022年4月納付分から）
前年度据え置き自治体

試算条件：４人世帯。年齢と収入は以下の通り：①世帯主40歳代・給与収入400万円（所得276万円）、②妻40歳代・専業主婦、③子ども2人（未就学児）、④固定資産税5万円
※武蔵野市、昭島市、東大和市、清瀬市、武蔵村山市、あきる野市などでは子どもの均等割額の独自軽減制度を実施していますが、子どもの人数、年齢、世帯所得などの条件がありますので、試算額には反映
していません。

国保料（税）試算額比較
2022年度 2021年度 増減額

（円）

2022年度 2021年度 増減額
（円）

協会けんぽの場合、同条件で 年額23万3,580円
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４人家族(試算条件参照)

順位 自治体名
所得に占
める割合

国保料
（税）年額

医療分 支援分 介護分 順位 自治体名
所得に占
める割合

国保料
（税）年額

医療分 支援分 介護分

1 江戸川区 21.03 580,385 358,035 118,879 103,471 32 八丈町 15.47 427,080 231,850 93,240 76,790
2 品川区 19.25 531,204 335,228 105,924 90,052 33 神津島村 15.45 426,387 214,477 108,658 79,237
3 練馬区 19.24 530,971 335,228 105,924 89,819 34 小金井市 15.26 421,097 244,732 99,765 76,600
4 板橋区 19.24 530,971 335,228 105,924 89,819 35 青梅市 15.22 419,940 262,200 90,235 67,505
5 北区 19.20 530,039 335,228 105,924 88,887 36 羽村市 15.02 414,619 245,097 94,992 74,530
6 世田谷区 19.20 529,806 335,228 105,924 88,654 37 昭島市 14.77 407,515 240,480 98,425 68,610
7 足立区 19.16 528,874 335,228 105,924 87,722 38 小平市 14.42 398,121 235,144 94,864 68,113
8 豊島区 19.14 528,175 335,228 105,924 87,023 39 奥多摩町 14.36 396,255 242,880 86,270 67,105
9 江東区 19.14 528,175 335,228 105,924 87,023 40 日野市 14.34 395,840 248,220 81,610 66,010
10 葛飾区 19.12 527,709 335,228 105,924 86,557 41 稲城市 14.30 394,782 256,628 60,927 77,227
11 大田区 19.12 527,709 335,228 105,924 86,557 42 狛江市 14.28 394,226 237,183 88,736 68,307
12 中野区 19.11 527,563 337,414 104,188 85,961 43 福生市 14.26 393,570 224,500 101,761 67,309
13 渋谷区 19.07 526,311 335,228 105,924 85,159 44 清瀬市 14.26 393,525 239,684 83,571 70,270
14 杉並区 19.04 525,612 335,228 105,924 84,460 45 あきる野市 14.24 392,900 243,086 82,639 67,175
15 台東区 19.03 525,146 335,228 105,924 83,994 46 日の出町 14.22 392,440 242,259 88,969 61,212
16 墨田区 18.99 524,214 335,228 105,924 83,062 47 三鷹市 14.05 387,840 235,490 91,400 60,950
17 目黒区 18.96 523,282 335,228 105,924 82,130 48 大島町 14.00 386,300 217,800 75,400 64,600
18 文京区 18.95 523,049 335,228 105,924 81,897 49 多摩市 13.96 385,172 238,084 87,074 60,014
19 新宿区 18.91 521,884 335,228 105,924 80,732 50 西東京市 13.93 384,409 252,453 65,144 66,812
20 港区 18.89 521,418 335,228 105,924 80,266 51 武蔵野市 13.79 380,510 228,430 87,835 64,245
21 中央区 18.86 520,486 335,228 105,924 79,334 52 調布市 13.67 377,207 232,725 83,004 61,478
22 荒川区 18.80 518,855 335,228 105,924 77,703 53 青ヶ島村 13.50 372,640 208,500 49,320 29,320
23 八王子市 17.95 495,500 310,910 104,460 80,130 54 瑞穂町 13.20 364,186 228,888 69,183 66,115
24 東大和市 17.68 487,876 306,331 100,755 80,790 55 国分寺市 13.18 363,682 226,170 83,183 54,329
25 千代田区 17.18 474,050 321,290 92,134 60,626 56 国立市 12.87 355,195 208,150 81,940 65,105
26 東村山市 16.77 462,930 287,000 97,365 78,565 57 新島村 12.54 346,060 219,490 73,280 53,290
27 立川市 16.27 449,083 281,714 98,992 68,377 58 府中市 11.80 325,594 205,555 64,244 55,795
28 東久留米市 16.00 441,715 267,416 101,695 72,604 59 小笠原村 11.68 322,320 136,050 60,550 52,620
29 町田市 15.95 440,140 275,769 92,600 71,771 60 檜原村 11.54 318,550 197,510 65,820 55,220
30 三宅村 15.68 432,771 275,295 99,260 58,216 61 利島村 10.49 289,481 129,473 97,396 62,612
31 武蔵村山市 15.51 428,150 268,503 92,639 67,008 62 御蔵島村 8.72 240,548 103,100 43,265 30,013

2022年度　試算の保険料(税)高い順位表

東京社保協作成
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千代田区 49,300 48,300 1,000 葛飾区 55,300 52,000 3,300 東久留米市 47,600 47,100 500
中央区 55,300 52,000 3,300 江戸川区 57,600 55,500 2,100 武蔵村山市 45,200 43,700 1,500
港区 55,300 52,000 3,300 八王子市 52,000 47,500 4,500 多摩市 39,000 39,000 0
新宿区 55,300 52,000 3,300 立川市 43,800 43,800 0 稲城市 42,400 42,400 0
文京区 55,300 52,000 3,300 武蔵野市 38,000 35,700 2,300 羽村市 36,500 35,500 1,000
台東区 55,300 52,000 3,300 三鷹市 39,200 38,300 900 あきる野市 39,200 35,200 4,000
墨田区 55,300 52,000 3,300 青梅市 41,800 40,100 1,700 西東京市 38,100 38,100 0
江東区 55,300 52,000 3,300 府中市 31,160 31,160 0 瑞穂町 34,500 33,500 1,000
品川区 55,300 52,000 3,300 昭島市 39,000 39,000 0 日の出町 41,100 40,200 900
目黒区 55,300 52,000 3,300 調布市 37,400 37,400 0 檜原村 30,300 27,000 3,300
大田区 55,300 52,000 3,300 町田市 45,900 43,800 2,100 奥多摩町 38,600 36,000 2,600
世田谷区 55,300 52,000 3,300 小金井市 39,000 39,000 0 大島町 26,700 26,700 0
渋谷区 55,300 52,000 3,300 小平市 37,300 37,300 0 利島村 28,000 28,000 0
中野区 52,500 48,600 3,900 日野市 41,100 38,400 2,700 新島村 33,000 29,500 3,500
杉並区 55,300 52,000 3,300 東村山市 49,200 47,500 1,700 神津島村 40,300 35,380 4,920
豊島区 55,300 52,000 3,300 国分寺市 40,000 40,000 0 三宅村 45,000 45,000 0
北区 55,300 52,000 3,300 国立市 30,000 30,000 0 御蔵島村 13,000 13,000 0
荒川区 55,300 52,000 3,300 福生市 39,800 36,900 2,900 八丈町 27,100 18,600 8,500
板橋区 55,300 52,000 3,300 狛江市 38,200 37,300 900 青ヶ島村 33,000 33,000 0
練馬区 55,300 52,000 3,300 東大和市 46,900 44,500 2,400 小笠原村 14,200 14,200 0
足立区 55,300 52,000 3,300 清瀬市 38,000 38,000 0

子ども国保料(税)比較　2022年度 と 2021年度　(2022年度から未就学児は半額)

※武蔵野市、昭島市、東大和市、清瀬市、武蔵村山市、あきる野市では子どもの均等割額の独自軽減制度を実施していますが、子どもの人数、年齢、世帯所得などの条件がありますの
で、試算額には反映していません。

自治体名
2022年度
子ども国保
料(税)：円

2021年度
子ども国保
料(税)：円

増減
円

自治体名
2022年度
子ども国保
料(税)：円

2021年度
子ども国保
料(税)：円

増減
円

自治体名
2022年度
子ども国保
料(税)：円

2021年度
子ども国保
料(税)：円

増減
円

協会けんぽ＝扶養であれば保険料はゼロ

東京社保協作成
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２０２２年１月１４日 

東京都後期高齢者医療広域連合長  

山﨑 孝明 殿 

 

 

        東京都社会保障推進協議会会長 吉田 章 

          連絡先 東京都豊島区南大塚 2-33-10 東京労働会館６階 

電話 03-5395-3565 

                      

                    東京高齢期運動連絡会会長 杉山 文一 

連絡先 東京都豊島区南大塚 3-43-13 スミヨシビル３階 

電話 03-5956-8781 

 

 

窓口負担および保険料に関する要請 
 

【要請項目】 

 １、国や関係機関に対して、後期高齢者医療費窓口負担２割化の中止を求める意見書を提

出してください。 

 ２、後期高齢者医療保険料を引き下げる、少なくとも据え置きにしてください。また、そ

のために必要であれば財政措置を国や東京都に求めてください。 

 

【要請趣旨】 

高齢者の所得の 8割は公的年金が占め、約 7割の世帯は公的年金を主な収入源として生活

しています。その年金も昨年 4 月から 0.1％引き下げられました。後期高齢者医療制度は、

低年金・無年金の高齢者からも保険料を徴収しており、多くの高齢者からは、保険料を含め

税負担が重いという声があがっています。このような実態から働かざるを得ない高齢者も増

え、貧困化も広がり、生活保護利用世帯のうち高齢世帯が 65.2％（厚労省生活保護被保護者

調査 2020 年 10 月）を占めています。 

 

2020 年 12 月の全世代型社会保障検討会議の方針を受け、昨年の通常国会で 75 歳以上医

療費窓口負担を 1 割から 2 割に引き上げる（単身世帯年収 200 万円以上）関連改定法が自

民・公明与党などの賛成多数で成立しました。全国の後期高齢者のうち約 370 万人が負担増

になる引き上げを、政府は 2022 年 10 月から実施すると決めました。国は、配慮措置期間中
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でも全国平均で年間 2 万 6 千円の負担増、配慮措置が終われば年間 3 万 4 千円の負担増に

なると試算しています。東京においても 75 歳以上の 23.1％、36.9 万人が対象となります。 

医療関係者や高齢者団体が実施したアンケート調査でも窓口 2 割負担となれば、「受診回

数を減らす」「受診科数を減らす」「薬の飲み方を自己調整する」など 3割近い人が受診を控

えると回答しています。 

また、新型コロナ感染拡大第 5波の際には深刻な医療崩壊が起こり、コロナ蔓延期には感

染を恐れて高齢者の外出抑制と広範な受診控えが発生しました。現在、第 6波が襲い急速に

感染が拡大しています。収束の見えないコロナ禍は、受診をためらってきた高齢者にさらな

る追い打ちをかけることになります。 

高齢者の生活実態やこうした現況を考慮しない窓口負担 2割化導入が、さらなる受診抑制

を招ねくことは必至です。高齢者のいのちや健康を守るため、貴広域連合として窓口負担 2

割化の中止を求める意見書を国へ提出してください。 

 

後期高齢者医療の保険料は、保険料の均等割り軽減特例がなくなった上に、来年度は保険

料のさらなる値上げが提案されています。貴広域連合が示した 2022～2023 年度保険料算定

案は、市区長村負担金（試算で合計 2カ年分 224 億円となる特別対策）を継続実施した場合

で、均等割額 46,800 円（2,700 円増）、所得割率 9.74%（1.02 ポイント増）となり、１人あ

たりの平均年額では 106,133 円（5,080 円増）となっています。また、あわせて示された政

令通りの場合（特別対策を実施しない場合）では、１人あたりの平均年額が 111,793 円

（10,740 円増）となっています。 

団塊の世代が高齢者となれば高齢者の医療費が増大するのは当然のことです。これに国や

都が適切な対策を施すこともなく、高齢者に年々負担増を押しつけるのは大変理不尽なこと

と言わざるをえません。そもそも病気が多くなる 75 歳以上の高齢者だけを「姥捨て山」の

ように囲い込んで、独立した保険制度としている国は世界に類をみません。健康で文化的な

最低限度の生活を営む権利を保障する憲法２５条にも反し、その根本が間違っています。 

介護保険料は値上げされ、消費税は 10％にひきあげられ、年金は引き下げられ、食料品な

ど生活必需品の価格が上昇して年齢別にみた消費者物価は高齢者ほど高くなっています。こ

の上後期高齢者医療保険料まで引きあげられれば高齢者の生活への打撃はいっそう深刻な

ものになります。 

貴広域連合として財政上のあらゆる手立てを尽くし、国はもとより東京都にも財政的措置

を求めて、2022 年度 2023 年度の保険料を現行より引き下げる、少なくとも据え置いて下さ

い。 
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自治体名
2018年
第7期

2021年
第8期

第7期との
差額

7～8期
増減率

対第1期倍
率

自治体名
2018年
第7期

2021年
第8期

第7期との
差額

7～8期
増減率

対第1期倍
率

千代田区 5,300 5,400 100 1.89% 1.79 八王子市 5,408 5,750 342 6.32% 1.82
中央区 5,920 5,920 0 － 1.99 立川市 5,880 5,880 0 － 1.87
港区 6,245 6,245 0 － 2.05 武蔵野市 6,240 6,240 0 － 1.89
新宿区 6,200 6,400 200 3.23% 1.97 三鷹市 5,750 5,900 150 2.61% 1.86
文京区 6,017 6,017 0 － 2.02 青梅市 5,000 5,300 300 6.00% 1.84
台東区 6,142 6,442 300 4.88% 2.39 府中市 5,708 5,992 284 4.98% 1.89
墨田区 6,480 6,390 -90 -1.39% 2.10 昭島市 6,050 6,280 230 3.80% 2.12
江東区 5,400 5,800 400 7.41% 2.00 調布市 5,600 5,900 300 5.36% 1.90
品川区 5,600 6,100 500 8.93% 1.85 町田市 5,450 5,750 300 5.50% 1.74
目黒区 6,240 6,200 -40 -0.64% 1.88 小金井市 5,400 5,600 200 3.70% 1.85
大田区 6,000 6,000 0 － 1.96 小平市 5,300 5,800 500 9.43% 1.93
世田谷区 6,450 6,180 -270 -4.19% 2.08 日野市 5,480 6,115 635 11.59% 2.04
渋谷区 5,960 5,960 0 － 1.94 東村山市 5,750 5,750 0 － 1.83
中野区 5,726 5,726 0 － 1.91 国分寺市 5,917 5,917 0 － 1.92
杉並区 6,200 6,200 0 － 2.11 国立市 6,025 6,183 158 2.62% 2.04
豊島区 6,090 6,200 110 1.81% 2.08 福生市 5,900 6,125 225 3.81% 2.08
北区 6,117 6,117 0 － 2.10 狛江市 5,950 6,250 300 5.04% 2.07
荒川区 5,980 6,480 500 8.36% 2.19 東大和市 5,200 5,300 100 1.92% 1.67
板橋区 5,933 6,033 100 1.69% 1.96 清瀬市 5,825 6,183 358 6.15% 1.95
練馬区 6,470 6,600 130 2.01% 2.13 東久留米市 5,400 5,900 500 9.26% 1.99
足立区 6,580 6,760 180 2.74% 2.10 武蔵村山市 5,392 5,533 141 2.61% 1.83
葛飾区 6,400 6,710 310 4.84% 2.21 多摩市 4,808 5,200 392 8.15% 1.71
江戸川区 5,400 5,900 500 9.26% 2.02 稲城市 5,200 5,400 200 3.85% 1.80
23区単純平均 6,037 6,164 127 2.11% 2.03 羽村市 4,800 5,100 300 6.25% 1.78

あきる野市 5,200 5,750 550 10.58% 2.05
大島町 5,400 5,700 300 5.56% 1.90 西東京市 6,367 6,050 -317 -4.98% 2.07
利島村 7,500 7,900 400 5.33% 1.98 瑞穂町 5,550 5,550 0 － 1.80
新島村 6,200 7,300 1,100 17.74% 2.35 日の出町 5,500 5,500 0 － 1.61
神津島村 6,500 6,500 0 － 1.81 檜原村 6,300 7,900 1,600 25.40% 2.63
三宅村 5,832 5,850 18 0.31% 1.79 奥多摩町 6,300 6,783 483 7.67% 2.31
御蔵島村 4,800 4,800 0 － 1.40 三多摩単純平均 5,622 5,896 274 4.88% 1.93
八丈町 5,883 5,925 42 0.71% 2.19
青ヶ島村 8,700 9,800 1,100 12.64% 2.45 全都単純平均 5,834 6,061 228 3.90% 1.97
小笠原村 3,374 3,374 0 － 1.34
島嶼単純平均 6,021 6,350 329 5.46% 1.93 全都加重平均 5,911 6,080 169 2.90% 1.99

順位 自治体名 円 順位 自治体名 増減額 増減率
1 青ヶ島村 9,800 1 檜原村 1,600 25.40%
2 檜原村 7,900 2 新島村 1,100 17.74%
3 利島村 7,900 3 青ヶ島村 1,100 12.64% 値上げ41自治体
4 新島村 7,300 4 日野市 635 11.59%
5 奥多摩町 6,783 5 あきる野市 550 10.58%

･
･
･

･
･
･

57 青梅市 5,300 58 三宅村 18 0.31%
57 東大和市 5,300 59 目黒区 -40 -0.64%
59 多摩市 5,200 60 墨田区 -90 -1.39% 値下げ４自治体
60 羽村市 5,100 61 世田谷区 -270 -4.19%
61 御蔵島村 4,800 62 西東京市 -317 -4.98%
62 小笠原村 3,374

中央、港、文京、大田、渋谷、中野、杉並、北
立川、武蔵野、東村山、国分寺、瑞穂、日の出、神津島、御蔵島、小笠原

第８期都内各自治体の介護保険料　（第１号被保険者数による加重平均　基準月額保険料）　円

基
準
月
額
上
下
位

５
自
治
体

増
減
額
上
下
位

５
自
治
体

据置１７自治体
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円

60



 2021年11月11日
介護・認知症なんでも電話相談 フリーダイヤル電話件数

都道府県名 総呼数 完了呼数 接続完了率 時間外呼 平均通話時間 集約表データ 差
北海道 173 3 1.7 0 17分36.0秒 3 0
青森県 66 1 1.5 0 6分14.5秒 1 0
秋田県 29 0 0 0 0.0秒 0 0
岩手県 155 9 5.8 0 28分40.0秒 8 1
宮城県 79 4 5.1 4 15分47.5秒 4 0
山形県 104 4 3.8 1 27分45.0秒 4 0
福島県 112 5 4.5 2 23分7.0秒 3 2
新潟県 156 4 2.6 5 12分43.5秒 2 2
長野県 185 4 2.2 2 17分7.5秒 5 -1 
群馬県 68 3 4.4 0 33分28.5秒 2 1
栃木県 32 3 9.4 0 26分6.5秒 1 2
茨城県 136 4 2.9 0 17分25.5秒 4 0
東京都 809 29 3.6 10 18分54.0秒 26 3
神奈川県 217 6 2.8 0 13分10.0秒 7 -1 
千葉県 184 5 2.7 0 16分20.0秒 3 2
埼玉県 124 4 3.2 0 19分17.5秒 5 -1 
山梨県 0 0 0 0 0.0秒 0 0
愛知県 212 6 2.8 0 18分36.5秒 4 2
静岡県 83 7 8.4 0 15分3.0秒 7 0
岐阜県 60 1 1.7 0 1.0秒 1 0
三重県 0 0 0 0 0.0秒 0 0
富山県 107 3 2.8 0 26分27.0秒 3 0
石川県 86 1 1.2 0 15分37.5秒 1 0
福井県 71 4 5.6 0 15分50.0秒 2 2
大阪府 126 0 0 0 0.0秒 1 -1 
京都府 12 1 8.3 0 18分55.5秒 1 0
滋賀県 1 0 0 0 0.0秒 0 0
奈良県 99 3 3 4 24分10.0秒 2 1
和歌山県 7 2 28.6 0 10分56.0秒 2 0
兵庫県 127 5 3.9 0 15分37.5秒 2 3
岡山県 75 1 1.3 1 25分35.0秒 0 1
広島県 124 3 2.4 0 36分4.0秒 4 -1 
島根県 44 3 6.8 0 20分9.0秒 3 0
鳥取県 6 0 0 0 0.0秒 0 0
山口県 13 0 0 0 0.0秒 0 0
香川県 6 1 16.7 0 12分16.0秒 0 1
徳島県 40 0 0 0 0.0秒 0 0
高知県 12 1 8.3 0 3分55.5秒 1 0
愛媛県 102 2 2 0 23分17.0秒 2 0
福岡県 321 11 3.4 3 19分17.0秒 8 3
佐賀県 15 1 6.7 0 4分29.5秒 0 1
長崎県 163 7 4.3 0 13分12.5秒 4 3
熊本県 21 0 0 0 0.0秒 0 0
大分県 11 3 27.3 0 23分31.0秒 1 2
宮崎県 80 0 0 0 0.0秒 0 0
鹿児島県 65 2 3.1 0 25分47.5秒 2 0
沖縄県 12 0 0 0 0.0秒 0 0
050番 2 0 0 0 0.0秒 0 0
その他 0 0 0 0 0.0秒 19 -19 
合計 4732 156 3.3 32 19分19.5秒 148 8
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【修正版】 

2021 年 11 月 12 日 

（11月 11日「介護の日」） 

「介護・認知症なんでも無料電話相談」の結果について(速報版) 

 

中央社会保障推進協議会 

連絡先：台東区入谷 1-9-5 

日本医療労働会館 5 階 

電話 03-5808-5344 

E-mail ｋ25＠shahokyo.jp 

 

昨日 11 月 11 日(木)「介護の日」に、全国を対象に「公益社団法人認知症の人と家族の

会」と中央社会保障推進協議会・東京社会保障推進協議会は共同で、今年で 11 回目となる

「介護・認知症なんでも無料電話相談」を行いました。東京をキーステーションに北海道、

岩手、秋田、埼玉、千葉、神奈川、山梨、岐阜、静岡、愛知、三重、滋賀、京都、大阪、兵

庫、鳥取、広島、山口、香川、高知、宮崎、鹿児島、計 23都道府県で相談窓口を設けて、

全国で 553件(昨年 271件の 2倍)の相談を受けることができました。 

 

相談の中での特徴は、コロナ禍で施設での介護も在宅での家族による介護も、大変困難

な状況が続き、やれる範囲で自己努力を行ってきたがもう限界、なんとかして欲しい、ま

ずは思いを受け止めてほしいとの悲痛な叫びが全国各地で出されました。私たちは、コロ

ナ禍以前から度重なる介護サービス利用抑制・制限の政策がある中で、追い打ちをかける

コロナ禍という事態の中でさらに一層介護利用者、家族、介護従事者が苦しめられている

が、昨年の 2 倍の相談件数となっており、あらためて、介護現場が認知症介護サービスの

充実を求めていることがわかりました。また高齢介護者が相談しやすい医療・介護機関を

求めていることもわかりました。行政への働きかけを強めます。 

引き続くコロナ禍で、介護施設での面会が思うように進んでいないことへの不安や不満

が多数出されました。ワクチン接種が条件となり体質的が原因で接種出来ない家族に対し

て面会を許可しない、施設の所在する県外からの面会は許可されないなど、納得できない

ことが話されました。また、やっと久しぶりにタブレット越しで顔を見ると、印象が変わ

るほどに痩せ細っていたり、認知症が進んでいたりとの悩みが出されています。そして、

「老いいく家族との残り少ない時間への焦り」を語られています。介護施設との信頼関係

も壊れ、八方ふさがりに置かれている利用者・家族が多数いることもわかりました。 

また、コロナ禍で在宅介護の比重が高まった事の反映と思える相談も多数ありました。

「一人での夫の介護に疲れた。うつ状態の精神状態です。この先、この介護はいつまで続

くのか」「コロナ感染予防のため、通いでの家族の支援を受けることができない」など孤立

した家族介護の実態も見えてきました。そうした中、ケアマネージャーなど専門職との相

結果まとめの詳細は　社会保障誌2022年春号をご覧ください
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談の機会、コミュニケーションの機会も薄くなり信頼関係が壊れる中で、相談先を失って

いる方もいく人も見受けられます。 

8 月の補足給付の制度改悪で、2 万円以上の負担増になり、払えない、退所を考えざるを得

ないなどの相談も多数寄せられました。 

さらに、例年より一層多くなったのが、「とにかく、一度話を聞いてもらいたかった」な

ど差し迫った不安な中、電話をかけてきている方です。コロナ禍で家族間、知人間の交流

も制限される状況が続き、相談をする機会を失って、報道を見ていても立っていられず電

話をしてきた様子が伺われます。 

最後に、相談内容でいわゆる「8050 問題」に関わるものが引き続いてあり、高齢の親に

依存する子どもへの対応での悩みが解決できていないことも明確になりました。 

政府は、介護サービス利用を抑制する政策をさらに押し進めようとしています。私たち

は、この電話相談に寄せられた「苦悩」や「叫び」とも言える相談内容を真正面からとら

えて、国民が本当に願う「介護の社会化」が実現できるよう、介護保険制度の抜本的な改

革を求めていきます。 

(なお、詳細のまとめ・分析は今後行い、公表していく予定です。) 

 

各都道府県・件数  総合計 553 件 

北海道 51 件、岩手 10 件、秋田 6 件、埼玉 23 件、千葉 19 件、東京 148 件（メール 2 件

含）、神奈川 42 件山梨 3、岐阜 21 件、静岡 14 件、愛知 38 件、三重 5 件、滋賀 6 件、京都

21 件、大阪 58 件、兵庫 21 件、鳥取 0 件、広島 27 件、山口 3 件、香川 1 件、高知 7 県、

宮崎 12 件、鹿児島 17 件、 

 

以上 
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介護保険制度の抜本的転換を求める意見書提出に関する請願 
２０２１年１２月１３日提出 

東京都議会議長 

 三宅 しげき 殿 

守ろう！介護保険制度・市民の会 

公益社団法人認知症の人と家族の会 東京都支部 

介護をよくする東京の会 

〒170-0005 東京都豊島区南大塚２―３３―１０ 

東京労働会館６階 東京社会保障推進協議会内 

電話番号 03―5395―3165 

担当 伴 香葉 

 

【請願項目】 

下記項目が実現するよう、都議会として国に意見書をあげてください。 

１、安心して介護サービスを提供できるよう新型コロナウイルス感染症対策を強化すること 

２、介護保険料・利用料負担の軽減やサービスの拡充など介護保険制度の抜本的な改善を行うこと 

３、すべての介護従事者の給与を全産業平均水準まで引き上げること、その財源は全額公費負担でまかな

うこと 

４、介護保険財政における国庫負担割合を大幅に引き上げること 

 

【請願の理由】 

コロナ禍のもと、高齢者施設でのクラスターが続発し、介護現場では先が見通せない不安と緊張の日々が

続いています。高齢者の命とくらしを守るために、感染防護具の供給や検査体制の拡充、感染が生じた事業

所へのサポートなど政府による感染対策の強化が求められています。 

政府は少子高齢化が進む中で、高齢分野への財政支出を増やすことなく、「制度の持続可能性」維持の責

任を国民に押し付け、利用者の費用負担を増やしサービス削減を続けてきました。その結果、利用者･家族

の介護・生活困難が拡大、介護離職は年間１０万人のまま高止まりし、介護殺人も後を絶ちません。 

地域での介護を支える介護事業所は、低く据え置かれてきた介護報酬のもとでの経営難にコロナ禍が直

撃し、大幅な減収に直面しています。２０２１年４月に介護報酬を ０.７０％引き上げましたが、「焼け石

に水」であり、感染対策（期間限定の＋０.０５％）としてもまったく不十分です。 

介護従事者の賃金は全産業平均と比べ月９万円も低いまま、何年勤めても賃金が上がらず、やりがいを感

じながらも働き続けられず辞めていく職員は後を絶ちません。政府は見守り機器の導入などを条件に人員

基準を緩和しましたが、機械に介護はできません。このままでは担い手がいなくなり、とりわけ介護求人倍

率が全国１，２位と高い東京では、制度そのものが維持できなくなることが必至と思われます。 

政府は、２０２２年早々から審議される次の介護保険制度見直しにむけ、要介護１、２の生活援助やデイ

サービスを総合事業に移すことや、利用料負担の原則２割化、ケアプランの有料化などを検討課題として、

さらなるサービス削減を進めようとしています。 

新型コロナウイルス感染症の蔓延は、社会を支える介護という仕事の重要性を浮き彫りにし、政府のこれ

までの介護保険の見直しが、地域の介護基盤を大きく切り崩し、介護の担い手の処遇や社会的地位を低く留

め置いてきたことを明らかにしました。これ以上の負担増・サービス削減はぜったいに許されません。 

東京都議会として、施行後２０年以上が経過した介護保険、「介護する人」「介護を受ける人」がともに大

切にされる制度への抜本的転換を図ることを求め、上記項目が実現するよう国に対して意見書を提出して

いただきたく、請願するものです。 
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保険者 要支援
要介護

１
要介護

２
要介護

３
要介護

４
要介護

５
認定者
合計

65歳以上人
数（22年1月）

認定
率

要支援
者率

20年認
定率

合計 181,426 127,281 105,487 79,778 77,373 59,004 630,349 3,115,210 20.2 28.8 19.9

千代田区 666 475 410 293 300 228 2,372 11,120 21.3 28.1 20.5
中央区 1,428 1,094 836 736 631 487 5,212 24,912 20.9 27.4 20.9
港区 2,639 1,712 1,584 1,263 1,104 953 9,255 43,240 21.4 28.5 21.0
新宿区 4,452 2,698 2,258 1,592 1,707 1,400 14,107 65,952 21.4 31.6 20.9
文京区 2,163 2,061 1,336 1,067 1,076 997 8,700 43,174 20.2 24.9 20.1
台東区 3,134 2,104 1,666 1,304 1,186 927 10,321 44,833 23.0 30.4 22.4
墨田区 3,051 2,579 2,002 1,554 1,606 1,097 11,889 60,129 19.8 25.7 19.5
江東区 6,361 3,372 3,668 2,923 2,675 1,860 20,859 111,438 18.7 30.5 18.6
品川区 5,888 3,058 2,134 1,785 1,722 1,257 15,844 81,143 19.5 37.2 19.4
目黒区 3,478 2,649 2,161 1,404 1,366 1,213 12,271 54,795 22.4 28.3 22.2
大田区 6,879 6,127 6,294 4,217 3,903 3,375 30,795 164,217 18.8 22.3 18.5
世田谷区 11,135 6,964 7,738 5,367 4,900 4,133 40,237 185,194 21.7 27.7 21.8
渋谷区 3,427 1,558 1,202 1,050 1,034 875 9,146 42,536 21.5 37.5 21.3
中野区 4,680 2,282 1,967 1,506 1,616 1,220 13,271 67,050 19.8 35.3 19.5
杉並区 7,593 5,916 3,428 2,739 3,097 2,447 25,220 119,470 21.1 30.1 21.1
豊島区 3,774 2,181 1,780 1,474 1,458 1,198 11,865 56,129 21.1 31.8 20.7
北区 6,835 3,358 2,627 2,048 2,357 1,570 18,795 85,658 21.9 36.4 21.5
荒川区 2,639 2,070 1,568 1,150 1,292 807 9,526 48,424 19.7 27.7 19.0
板橋区 8,522 4,121 4,538 3,579 3,032 2,364 26,156 131,013 20.0 32.6 19.9
練馬区 8,688 6,441 7,191 4,758 4,281 3,496 34,855 160,974 21.7 24.9 21.7
足立区 10,171 5,163 7,219 5,191 4,963 4,204 36,911 168,569 21.9 27.6 21.5
葛飾区 5,668 3,914 4,895 3,475 2,858 2,324 23,134 112,887 20.5 24.5 20.3
江戸川区 7,637 6,458 4,270 3,412 3,244 2,515 27,536 146,289 18.8 27.7 18.7

23区小計 120,908 78,355 72,772 53,887 51,408 40,947 418,277 2,029,146 20.6 28.9 20.4

2022年1月分
東京の介護保険認定者数（2022年）
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保険者 要支援
要介護

１
要介護

２
要介護

３
要介護

４
要介護

５
認定者
合計

65歳以上人
数（22年1月）

認定
率

要支援
者率

20年認
定率

2022年1月分
東京の介護保険認定者数（2022年）

八王子市 8,896 8,165 4,489 2,824 3,126 2,408 29,908 153,848 19.4 29.7 19.1

立川市 2,702 2,257 1,220 1,161 1,102 576 9,018 45,368 19.9 30.0 19.1
武蔵野市 880 1,719 1,607 982 937 707 6,832 32,819 20.8 12.9 20.1
三鷹市 2,291 1,929 1,232 1,029 1,033 751 8,265 41,464 19.9 27.7 19.1
青梅市 1,677 1,123 960 907 1,060 672 6,399 40,915 15.6 26.2 15.2
府中市 3,575 2,378 1,680 1,366 1,500 961 11,460 57,634 19.9 31.2 19.9
昭島市 1,394 1,250 857 827 869 585 5,782 29,955 19.3 24.1 18.9
調布市 3,754 1,957 1,690 1,288 1,344 866 10,899 51,130 21.3 34.4 20.5
町田市 6,632 5,376 3,343 2,681 2,706 1,992 22,730 116,555 19.5 29.2 18.9
小金井市 1,669 1,289 819 614 617 521 5,529 26,381 21.0 30.2 20.6
小平市 3,031 1,980 1,602 1,073 1,227 773 9,686 45,704 21.2 31.3 20.7
日野市 3,464 1,780 1,466 1,224 1,058 756 9,748 46,503 21.0 35.5 20.3
東村山市 2,664 1,826 1,275 972 884 607 8,228 40,803 20.2 32.4 20.5
国分寺市 1,532 1,469 959 710 616 446 5,732 27,855 20.6 26.7 20.3
国立市 1,218 1,060 477 458 388 329 3,930 18,109 21.7 31.0 20.9
福生市 546 601 404 396 378 245 2,570 15,230 16.9 21.2 15.6
狛江市 1,205 1,001 793 545 617 391 4,552 20,070 22.7 26.5 21.4
東大和市 1,685 979 681 533 513 294 4,685 23,283 20.1 36.0 19.2
清瀬市 1,384 1,105 640 560 547 405 4,641 20,936 22.2 29.8 21.2
東久留米市 1,957 1,778 910 858 728 454 6,685 33,377 20.0 29.3 19.0
武蔵村山市 868 700 464 439 427 269 3,167 19,077 16.6 27.4 15.3
多摩市 1,614 1,333 1,050 857 856 649 6,359 42,855 14.8 25.4 14.1
稲城市 980 590 510 375 427 294 3,176 20,056 15.8 30.9 14.9
羽村市 653 575 358 321 321 227 2,455 14,563 16.9 26.6 15.7
あきる野市 854 849 677 597 570 353 3,900 24,218 16.1 21.9 15.3
西東京市 2,145 2,994 1,767 1,589 1,460 1,017 10,972 49,445 22.2 19.5 21.5

市部小計 59,270 48,063 31,930 25,186 25,311 17,548 207,308 1,058,153 19.6 28.6 19.0

瑞穂町 403 265 283 233 197 112 1,493 9,560 15.6 27.0 14.8
日の出町 297 196 117 93 93 86 882 5,970 14.8 33.7 14.0
檜原村 14 16 33 41 32 16 152 1,076 14.1 9.2 15.4
奥多摩町 91 64 64 75 77 58 429 2,493 17.2 21.2 17.7
大島町 140 102 95 71 70 71 549 2,794 19.6 25.5 18.3
利島村 3 2 2 4 3 4 18 76 23.7 16.7 20.3
新島村 38 42 51 42 38 30 241 1,040 23.2 15.8 22.5
神津島村 27 20 24 18 21 20 130 611 21.3 20.8 22.0
三宅村 46 42 31 30 21 21 191 937 20.4 24.1 19.3
御蔵島村 1 0 0 2 1 1 5 56 8.9 20.0 15.8
八丈町 166 92 77 88 97 81 601 2,826 21.3 27.6 19.6
青ヶ島村 0 0 0 2 0 1 3 37 8.1 0.0 20.7
小笠原村 22 22 8 6 4 8 70 435 16.1 31.4 16.1

町村部小計 1,248 863 785 705 654 509 4,764 27,911 17.1 26.2 16.4
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「介護保険制度の抜本改革提言(案)」 

 

2020 年 12月 2 日 

中央社会保障推進協議会 

運営委員会 

 

本提言案の構成 

1. はじめに 

2. 施行 20年を経過した介護保険制度の問題点 

3. 介護保険制度の抜本的改革提言(案) 

(1) 介護保険制度の「抜本改革」案－本来の社会保険への転換をめざす制度の「再設計」  

(2) 当面の「緊急改善」案－現状の困難を打開するとともに、さらなる制度の後退を許さない 

4. おわりに 

 

1. はじめに 

新型コロナウイルス感染の拡大で「日本の社会保障制度の脆さ」があきらかになりました。医療施

設と共に、介護分野でも高齢者施設でクラスターが発生し、感染しても入院できない、またデイサー

ビスやショートステイが休止・縮小されて通えなくなるなど、多くの問題が明るみになりました。ひ

たすら効率だけを追い求め、社会保障への公費負担を切り詰め、介護保険制度改悪して国民負担を強

いてきた結果がこれです。そして新しく誕生した菅内閣は、「自助」を前面に公的責任を放棄し「自分

のことは自分」でやれと国民に強いています。 

2000 年介護保険制度は「介護の社会化」を掲げて導入されました。介護心中・介護殺人、介護離

職、認知症での家庭崩壊など介護をめぐる厳しい現実が改善されるとの期待する声が多くありまし

た。私たちは、高齢になっても一人ひとりが人間らしく豊かに、そして何よりも尊厳をもって暮らし

ていくことを期待していました。しかし、現実はその国民の期待に応えるものとなっていないのでは

ないでしょうか。介護を必要とする誰もが必要な公的介護サービスを自由に選択できるはずだった介

護保険の当初の理念は、忘却の彼方となっているのではないでしょうか。介護保険施行後 20 年を経た

今、もう一度、目指した「介護の社会化」とは何だったのか問い直したいと思います。 

介護保険制度は、高齢化社会を支え、高齢者とその家族、地域の暮らしを豊かにする社会保障制度

でなければなりません。憲法が規定する健康権を実現し、健康で文化的な生活を実現するための制度

としての機能を取り戻さなければなりません。私たちは介護改善運動を大いに広げ、世論を呼び起こ

し、政府の姿勢・施策を変えていくためにこの「介護保険制度の抜本改革提言(案)」を提起します。   

20年を過ぎた介護保険制度の問題点、その抜本的な改革の方向性について私たちの考え方を示して

いますが、高齢者の皆さん、介護の当事者の皆さん、介護従事者・事業者、そして多くの国民・市
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民、介護保険や社会福祉に携わる行政の方々等とともにさらに意見交換し本提言案の内容を深化させ

ていきたいと思います。手を携え、国民の願う真の「介護の社会化」を実現していきましょう。 

 

2. 施行 20年を経過した介護保険制度の問題点 

 

現状の介護保険制度は、憲法で保障された「健康で文化的な」介護の制度とはとは大きく乖離をし

ています。高齢者が日々暮らしていく上で欠かせない介護サービスが充たされていないこと、そして

個々人の負担能力を超えた負担が強制されることにより十分な介護サービスを受けることができない

制度になっています。その底流にある日本社会の思想には、介護をはじめとしたケア労働の専門性を

認めず、女性が担当する仕事、子育てや家事をしながらできるものとの見方が根強くあります。そう

した中、専門職でなくても良い、社会の維持に必要不可欠な仕事であるにも関わらず、低賃金で恒常

的な人手不足をもたらしたまま介護職の地位を低くみる傾向があり、制度が形つくられてきているこ

とを重要視する必要があります。 

 

 第 1 の問題点は、高すぎる保険料、利用料負担の問題です。当初は国民の反発を抑えるために低く

抑えたものの、3年に一度の「介護保険事業計画」見直しごとに上がり続けています。現在、全国平均

でも基準保険料 5,869 円(月額)と高くなっていますが、政府はこれまで利用サービスを抑制つつ、保険

料を上げる改悪を進めてきました。多くの利用者は、介護保険料が天引きされ残りの年金でどれだけ

の「利用料」を負担できるか心配しながらサービスを利用することになります。また、特別養護老人

ホームなどの施設では、低所得者の利用料負担を低減する「補足給付」の制度も、適用要件が厳しく

なり負担が増してきています。今後、利用料負担を 1 割から原則 2 割にしていくことも企図されてい

ます。 

 第 2 に、利用するサービスが制限され自由に選択ができなくなってきています。「要介護認定」によ

り、利用者自身・その家族が必要とするサービスが受けれないとの悩みがあります。特別養護老人ホ

ームは、「要介護 3」以上でないと原則入所できない、訪問介護サービスの時間が短縮され生活援助の

利用回数の上限が設定される、2017 年からは「介護予防・日常生活支援事業(総合事業)」が全国的に

開始され「要支援 1、2」の方々のデイサービスや訪問介護はボランティアへ移行していく、さらに

2020 年には、総合事業の対象を「要介護認定者」全体に広げることを打ち出しました。認知症の方の

要介護認定が低く出る傾向があり、家族が必要だと思うサービス量とのギャップがあります。政府・

厚労省は、より重度の高齢者に介護サービスの利用を重点化するとして、比較的軽度の方々のサービ

ス利用を抑制し効率化を図っていく考えと説明していますが、「介護保険は使えなくなる」との危惧が

広がっています。そして、65 歳で障害者が要介護認定に申請をしないことを理由に障害福祉サービス

の更新を却下する問題があるとともに、中軽度の障害福祉サービスから外されていく問題も重要視し

ていく必要があります。 
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 第 3 に、介護サービスを提供する介護事業所は、介護報酬が低く固定化され、事業所運営が厳しい

状況になっています。特に、過去最大級のマイナス改定となった 2015 年介護報酬改定の影響は大き

く、倒産に至る介護事業所が急増しました。「基本報酬」に加えて条件を満たせば「加算」（上乗せ）

されますが、満たせない場合「減算」（減らされる）制度が強められてきています。小規模事業所では

その影響は大きく、地域に根づいて利用者を支えてきた訪問介護やデイサービスなどの事業所の存続

が非常に難しくなっています。 

第 4に、介護労働者の高齢年齢化が進み、今後介護労働者がさらに不足していくことが懸念されて

います。根本的問題は賃金が低く抑えられていて、介護労働者の賃金は全産業労働者の平均賃金より

月額 9 万円も低いとの統計があり、このことが介護現場での「人手不足」「採用が困難」の最大の原因

ともなっています。また、人員配置基準によって各施設の介護体制が定まりますが、法定の基準では

十分な介護ができない現実があります。若い皆さんが希望をもって働けない職場に未来はありませ

ん。外国人労働者の活用を政府は企図していますが、「2025 年度末までに約 55 万人、年間 6万人程度

の介護人材を確保する必要がある」との厚生労働省の予測にこのままでは対応できる見通しが立って

いません。新型コロナウイルス感染でのデイサービスなどの自粛の背景にはこうした実情もあるので

す。 

第 5に、重要な問題として、「自立」理念がすりかえられたことがあげられます。必要なサービスを

利用しながらその人らしく生活していくという意味合いの「自立」ではなく、「自立＝サービスがいら

ない状態」とされました。そのことにより「尊厳の保持」抜きの「自立支援」（介護保険からの“卒業”

の強制）が横行しており、総合事業をはじめ、軽度給付の縮小・切り捨てを加速させる流れがつくら

れています。そしてそれを推し進めていくためにも、財政インセンティブの導入です。2017年法「改

正」で、「自立支援」等に成果を挙げた自治体に「成績」に応じて交付金を傾斜配分する「保険者機能

強化推進交付金制度」が創設されてきました。給付の抑制に自治体を駆り立て、競わせる仕組みであ

り、保険者機能自体を大きく歪めるものです。 

 

 さらに、現在議論が進められている全世代型社会保障改革は、「働き方も含めた改革を正にパッケー

ジ」として行い、年金、医療、介護、働き方など各制度全般にわたって改悪し、全世代に「負担増と

給付の削減」を強いるものです。高齢者をターゲットに負担増を迫り、高齢者の負担増をてこに「現

役世代」にも負担増を迫る、そして全世代に社会保障の給付を削減していく「全世代型」の社会保障

改悪です。今後引き続き、利用する介護サービスは縮小され、介護保険料は引き上げられ続けるとい

うまさに「保険あって介護なし」の改悪が強められていきます。 

2020 年の新型コロナウイルス感染拡大は、経営難、人手不足で疲弊しきっていた介護事業所、介護

従事者を直撃しています。マスク、ガウンなどの物資の不足、根本的には日常的にも不足していた厳

しい職員体制の中、職員は「いつ感染するか」「感染させてしまわないか」という強い不安と緊張を抱

きながら介護にあたり、利用者も不安な日々を送っています。コロナ禍を経験し、政府の介護施策の
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脆弱性、弱体化が浮き彫りなった今こそ、もう一度原点に立ち返り、抜本的な改革の方向性をご一緒

に探っていきたいと考えます。 

 

3. 介護保険制度の改革提言案 

 

(1)介護保険制度の「抜本改革」案－本来の社会保険への転換をめざす制度の「再設計」      

 

 介護保険制度は、「介護の社会化」という大きな期待を背負いつつも、利用者（受益者）負担、保険給付の上限設

定（支給限度額）をはじめ、出来るだけサービスの利用を抑え込む仕組みを組み込んで創設されました。施行後は、

政府による相次ぐ制度の見直しによって、利用者負担は引き上げられ、サービスは削られ、事業所に支払われる介護

報酬は低く抑え込まれる一方、介護保険料は右肩上がりに上昇を続けています。 

 こうした経過の中で利用者や介護現場での様々な困難が広がっており、さらに介護保険自体が、①「保険あって介

護なし」という制度の機能不全、②打開を見通せない深刻な介護の担い手不足、③保険料の支払い困難がまねく財

政破綻－という危機的な状況に直面しています。 

 高齢化の進展に伴い、介護の需要は今後いっそう増大していきます。いま必要なのは、創設時に立ち返った介護

保険制度の立て直し＝「再設計」です。憲法 25条を土台にすえ、介護が必要な時に必要なサービスが保障される「必

要充足の原則」を貫いた「本来の社会保険」へと転換させることが必要です。そのためには、利用者・事業所の直接契

約に基づくサービス費補償方式（現金給付）から、国、自治体が介護保障に最終責任をもつ現物給付方式に切り替

えることが不可欠です。その裏付けとなる財政措置の強化（保険財政に対する国庫負担割合を大幅に増やす、介護

保険財政とは別立てで公費を大胆に投入する）も必要です。 

 

（１） 給付と負担のあり方に関わること 

① 介護保険料について 

○ 逆進的な定額負担ではなく、所得に応じた定率負担制に切り替える。市町村民税非課税者から保険料を徴収しない 

○ 年金天引き制度（特別徴収）、未納者・滞納者に対する制裁措置を廃止する 

○ 介護保険料の減免制度を法定化する 

 

② 利用者負担について 

○ 利用料は廃止する 

○ ホテルコスト（居住費・食費）については、施設への入所やサービス利用に支障を来さないよう必要な補償を行う 

 

③ サービス利用の仕組みについて 

○ 現行の要介護認定制度は廃止する。要支援・要介護度ごとに設定された保険給付の上限（区分支給限度額）は撤廃

し、利用者の介護の実態に見合った給付内容を保障する 

○ 利用するサービスの内容については、ケアマネジャーの裁量を高め、ケアマネジャーと本人、家族が協議して決定す

ることを基本とする仕組みに改める。その際、市町村は必要十分なサービスを確保できるよう責任を果たす 

 

④ 給付の体系について 
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○ 訪問看護、リハビリテーション等の医療系サービス、施設での医療提供については医療保険に戻す 

○ マネジメント業務（「公平・中立」が要請される居宅介護支援、介護保険対応にとどまらない役割をもつ地域包括支

援センター）は、介護保険から切り離し一般財源化を図る 

○ 一般介護予防事業は、介護保険から切り離し保健事業に移す 

 

（２） サービス提供のあり方に関わること 

① 介護報酬について 

○ 介護報酬をサービス利用の対価ではなく、「介護の質の維持・向上」「経営の安定性・継続性の担保」「働き続けられ

る労働環境の確保・維持」「感染症・自然災害等への適切な対処」等が可能となるよう、人件費をはじめとする必要経

費の補償を行う考え方に改める 

○ 基本報酬の底上げを図る。その上で、加算については政策誘導の手段ではなく、事業所の特徴的な取り組みを評

価する内容に改める 

○ 改定に際しては介護事業所の経営実態を適切に反映させる 

 

② 介護従事者の処遇改善・職員確保について 

○ 介護の公共性をふまえ、すべての介護従事者の賃金をその専門性にふさわしい水準を確立し引き上げる 

 

○ 行き届いたケアの実現、ケアの質の向上、実務負担の軽減、感染症・自然災害等の備え等が可能となるよう、現行

の人員配置基準を大幅に引き上げる 

○ 正規雇用を基本に、実効性のある職員確保対策を講じる。常勤換算方式は廃止する 

○ 養成施設に対する支援を強化する 

 

③ 介護サービス基盤整備に関して 

○ 特養建設等に対する助成制度の復活、民間事業所の参入が困難な地域における市町村直営事業への支援な

ど、介護サービス基盤整備に対する国の財政支援を抜本的に強化する 

○ 地域の実情に応じ、感染症・自然災害を想定した緊急時の介護サービスの提供支援体制を構築する 

○ 多様な事業者によって介護サービスが提供されることを前提に、介護の公共性が確保される仕組みをつくる 

 

（３） 制度理念について 

○ 「自立」の理念について、「介護サービスが要らない状態」ではなく、「必要な介護サービスを利用しながら、その人

らしく生活すること」に改める 

 

（４） 財政運営・保険者のあり方について 

○ 介護保険料と給付費が直接連動しないよう、財政運営や保険者のあり方を抜本的に見直す 

 

（５） 国・自治体（保険者）のサービス保障責任について 

○ 利用者・事業者の個別契約に基づくサービス費補償方式（現金給付）から現物給付方式に切り替え、国・自治体

（保険者）が介護サービス保障に最終責任を負う制度に転換する ※。 
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※＜解説：サービス費補償方式（現金給付）と現物給付方式＞ 

  個別契約に基づくサービス費補償方式（現金給付）か、現物給付方式かの問題は制度の根幹に関わる問題です。 

  医療保険では、保険者（健保組合など）が医療機関を通して医療を患者に現物として提供します。それに対して介護保険は、利

用者と事業所との契約に基いて、保険者（市町村）がサービス利用に必要な費用の 9 割分（利用料 1 割負担の場合）を利用者に

直接支給します（介護保険法 41条等）。利用者は 9 割分の費用に残り 1 割分の利用料を加えて事業者に支払うことでサービスの

提供を受ける（「購入する」）ことになります。ただし煩雑さを回避するために、実際はそのサービス費用を介護報酬というかたちに

変えて事業者が受領します（代理受領）。 

  つまり利用者と事業所との関係では、利用者は費用の対価として現物のサービス（訪問介護など）を受け取る形になりますが、保

険制度のもっとも基本な関係となる保険者（＝市町村）と被保険者（＝利用者）との間では、サービス費用の授受（現金給付）の関

係になることがポイントです。 

  そのため保険者である市町村は、介護サービス費用を支給する責任は負うものの、そのサービス費が必要十分な水準か、その

サービス費を使って利用者が必要なサービスを利用できているのかにまで関知する必要はありません。この点に現在の介護保険

が公的責任の度合いが薄く、「必要充足」原則から乖離した制度となっている根本的な原因があります。 

保険給付の上限が金額として自在に設定可能なのも（区分支給限度額）、介護職員の処遇改善部分を報酬上加算として切り分け

られるのも（処遇改善加算）、医療保険と異なり、サービス費を支給する方式（現金給付）だからです。 

 同じ社会保険でありながら、必要な医療（医師や看護師などの人件費をふくめて）が丸ごと提供される現物給付の医療保険と大

きな違いがあります。 

 

（6）関連する制度の見直しについて 

○ 様々な事情で介護保険の利用に困難を抱える高齢者への対応や、介護保険給付ではカバーできない支援を可

能とするために、公費による高齢者福祉制度（現行老人福祉法）の拡充を図る 

○ 「介護保険 65歳優先原則」を規定した現行障害者総合支援法第 7条を廃止する 

 

 

 (2)当面の「緊急改善」案－現状の困難を打開するとともに、さらなる制度の後退を許さない    

 

 当面の課題は、利用者、事業所、介護従事者が現状で抱えている困難を早急に打開するための制度の緊急改善

をはかることです。これまで政府が進めてきた給付削減・負担増の制度見直しは利用者・家族に深刻な介護困難・生

活困難をもたらしています。重い利用料負担のため必要な介護サービスの利用を断念するケースはあとをたちませ

ん。家族の介護を理由に仕事を辞めざるを得ない「介護離職」は毎年 10 万人前後で推移しています。「介護心中・介

護殺人」と称される痛ましい事件もたびたび報じられています。高齢者の生活を支える介護事業では、厳しい経営難

と深刻な人手不足が続いています。 

 また、強い反対の声を前に先送りとなった「ケアプランの有料化」「要介護１、２の訪問介護等の地域支援事業への

移行」などの見直し案は、3 年後の「改正」において「引き続き検討する」とされています。これ以上制度を後退させるこ

とは絶対に許すことはできません。 

 

（１） 介護保険制度の緊急改善 
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① 費用負担について   

○ 利用料の 2割負担、3割負担を 1割に戻す。低所得者を対象とした利用料の減免措置を講じる 

○ 補足給付（低所得者＝市町村民税非課税者を対象とした施設等の入居費・食費の負担軽減制度）の「資産要件」

「配偶者要件」を撤廃する。認知症グループホーム、特定施設に対象を拡大する。2021年 8月から実施が予定されて

いる補足給付の新たな見直し（食費の引き上げなど）の実施をとりやめる 

○ 公費を投入して介護保険料を引き下げる 

 

② 認定システム、保険給付の上限について 

○ 軽度に判定されやすい認知症など、個々の状態が正確に反映されるよう認定システムの大幅な改善を図る 

○ 区分支給限度額を大幅に引き上げる 

 

③ 給付、サービス基盤の整備について 

○ 総合事業（介護予防・日常生活支援総合事業）の「従前相当サービス」を保険給付（現行予防給付）に戻すこと。要

介護者（要介護１～５）に対象を広げる「弾力化」は撤回する 

○ 特養の入所対象を要介護１以上に戻す 

○ 生活援助を「一定回数以上」利用する場合のケアプランの届出制を廃止する 

○ 福祉用具貸与について、貸与価格の上限設定をとりやめる 

○ 特養などの施設建設や地域密着型サービスの整備に対する財政支援を強める 

 

④ 介護報酬について 

○ 介護報酬の土台となる基本サービス費（基本報酬）の大幅な底上げを図る 

○ 新型コロナウイルス感染症に伴う新たな事業環境（「密」の回避など）にふさわしい報酬・諸基準に見直す 

○ 改定に際しては小規模事業所などの経営実態を適切に反映させる 

○ サービス利用に支障が生じないよう、利用料の負担を軽減させる措置を講じる 

 

⑤ 介護保険財政について 

○ 以上の制度改善、高齢者の介護保険料負担の軽減を実現するために、保険財政における国庫負担割合を大幅に

引き上げる（当面 5割まで引き上げる） 

 

（２） 介護従事者の処遇改善、働く環境の整備 

○ 介護施設・病院等の就業場所や職種を問わず、すべて介護従事者の給与を少なくとも全産業平均水準まで引き

上げる。その財源は消費税以外の国費で賄う 

○ 介護従事者を大幅に増やす。介護ロボット、ＩＣＴの導入による人員配置基準の緩和・削減を行わない 

 

（３） 保険者機能に関すること 

○ 介護給付費の削減を目的にした「適正化」事業を廃止する 

○ 保険者を給付の抑制に駆り立て、競わせる保険者機能強化推進交付金制度、保険者努力支援制度など財政インセ

ンティブ政策を廃止する 
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○ すべての自治体に介護・福祉行政を担う専門職を配置する 

 

（４） 新型コロナウイルス感染症への対応－現状の困難の打開と今後の備え 

○ 衛生用品・防護具の安定的な供給、介護従事者・利用者・家族に対する必要なＰＣＲ検査の迅速な実施、介護従

事者への支援など、新型コロナウイルス感染症に対する対策を強化する 

○ 介護事業所での感染対策に伴うかかり増し費用、利用控えによる減収分を公費で補填する 

 

（５） これ以上の制度の後退を許さない～次期の見直し（２０２３年法「改正」）に向けて 

（以下の見直し案を検討・実施に移さない） 

＊ 被保険者・受給者範囲の見直し（被保険者の年齢を 30歳以上に引き下げ） 

＊ ケアプランの有料化 

＊ 要介護１、２の生活援助、通所介護等の地域支援事業への移行 

＊ 多床室の室料負担の拡大（老健、介護療養、介護医療院の多床室での居住費徴収） 

＊ 補足給付の資産要件拡大（預貯金だけではなく、固定資産税の申告に基づく不動産の評価を追加） 

＊ 現役並み所得、一定以上所得の判断基準の見直し（利用料 2割、3割の対象拡大） 

 

4. さいごに 

介護保険法が１９９７年１２月に成立し、２０００年４月からの実施を前にして関係者や国民から

不安や負担増を懸念する声が上がり、見直しを求める運動は粘り強く広がってきました。中央社保協

は当初から介護保険の持つ問題点を具体的に明らかにしながら、対政府・国会に対する運動と各自治

体に対する改善要求の取り組みをすすめてきました。 

介護保険開始以降この 20 年の中で、そしてこの間のコロナ禍を通じて介護保険制度の脆弱性がいよ

いよ明確になってきました。2020 年秋、厚生労働省は省令改正で総合事業を要介護認定者全体に広げ

ようとしています。「介護保険からの卒業」そして「介護保険は使わせない」流れが強化されているも

のと感じます。もう黙ってはいられない！そんな思いを持たれているのではないでしょうか。 

政府は、これまで介護を必要とする高齢者をはじめ私たち国民の実態や意見にどれだけ向き合って

きたでしょうか。介護保険制度の持続可能性を口実に、国民の介護や暮らしの持続性は後景に追いや

り介護保険を解体してきました。当事者である高齢者自身が声を上げるのには困難も多く、また介護

する家族の多くも一人で介護を背負い込み孤立しています。介護改善運動に取り組む諸団体、介護事

業者など力を合わせて、当事者の皆さんとともに世論作りと政府への働きかけを強めていきたいと考

えています。 

2020 年 9 月に発足した菅内閣がさらに進めようとしている「自助・共助・公助、そして絆」の社会

は、自助を基本とする自己責任の社会であり、社会保障・社会福祉に対する政府の責任を放棄する社

会でもあります。介護保険制度においても「自立」「介護保険からの卒業」が強制される社会へさらに

突き進んでいくことは、これまでの施策で明らかではないでしょうか。 
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「介護保険制度」で本当に国民が願う介護が実現するのか、との意見もあります。今回は現在の保

険制度を前提にその改革のための提言案を提案していますが、「高齢」といういわば「リスク」を抱え

た方々を主たる加入対象とする保険制度の「限界」についての指摘もあります。介護保険の根本的な

矛盾や本来求められる高齢者介護の制度的保障のあり方、改革の方向についても、今後議論し共有し

合うことが大切になっていると考えます。そして、改革のための財源についても、議論を深め一致点

をつくることが必要です。 

私たちは、日本国憲法の目指している権利としての介護保障、権利としての社会保障の実現へむけ

てご一緒に考えていきたいと思います。そして、介護保険改善の運動においても広範な団体・個人の

皆さんと連携を広げ深めていくための一助になるよう、介護改善運動の「羅針盤」となるよう、ぜひ

この「介護保険制度の抜本改革提言(案)」について意見交換や議論で深めていただけますように呼びか

けます。 

 

以上 

75



 

 

  
 

第１１回口頭弁論行が行われる 
◆口頭弁論 

２０２２年２月８日、東京地方裁

判所 103 号法廷において、「新生存

権裁判東京」の第１１回口頭弁論が

行われました。 

北風の吹く中、開廷前 10 時頃に

東京地裁前では、裁判の争点や意義

などを訴えるチラシの配布と声掛

けなどの宣伝行動が行われました。 

11 時から始まった裁判では、傍

聴者の制限にもかかわらず原告側

に２２人の傍聴者が参加で始まり、原告弁護団から準備書面（17）に基づき、「国は

生活保護基準を引き下げた理由を替えてきている」と指摘し、「最大の争点である物

価偽装の説明が替わるのはおかしい」と追求しました。 

これに対し、被告（国）側の弁護士は、反論書を出したいと小さな声で述べ増し

たが、裁判長から「いつまでに出すのかと」と聞かれると「4 月 28 日をメドに」と

応えたので、次回の裁判（第 12 回口頭弁論）は 7 月 19 日（火）となりました。 

また、今回の法廷では京都地裁や金沢地裁などで原告の訴えを退けた判決の中で

判決文が酷似していたことや、文中の「ＮＨＫ受信料」が「ＮＨＫ受診料」と誤字

まで同じ判決文であったことを原告側の黒岩弁護士が指摘し、裁判官に誠意を持っ

て望むよう要請しました。 

 

◆原告弁護団の報告集会 

 その後、午後１時３０分から第 1 衆議院議員会館第２会議室で報告集会を開き

した。 

～人権としての社会保障を求める『人間裁判』～  №10 

新生存権裁判東京ニュース 
 

発行：生存権裁判を支える東京連絡会  2022 年 2 月 18 日 
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原告弁護団から裁判での弁論の主旨と論点について、概要次の通り報告があり

ました。 

今回の口頭弁論の中で、 

①国は、引き下げの根拠を「マイナス４．７８％の物価の下落、デフレ調整」

といってきたが、その根拠はことごとく原告弁護団に崩され「物価偽装」したこ

とが明らかにされた。 

②国は、これまでデフレ調整の目的を「生活保護受給世帯の可処分所得の実質

的増加の調整」としてきたが、「一般国民との不均衡の調整のため」とすり替えて

きた。 

原告弁護団は、その「すり替え」の根拠や過程も不明なので、今後の裁判で詳

細に指摘する、また、「首都東京の裁判は政治的、社会的な影響がとても大きい．

焦らずに勝ちに行きましょう」と訴えました。 

会場の元中日新聞記者の白井靖彦さんは、「物価の論点ではこちらが国を圧倒

しており、国は反論できなくなっている。このことで世論を大きくして裁判に勝

利しましょう」と発言しました。 

また、田村智子・山添拓日本共産党の国会議員から激励の挨拶をいただきまし

た。 

 なお、報告集会では、全国で行われている「いのちのとりで全国アクション」

に東京も合流することが報告されました。 

 

 

 

◆次回の生存権裁判を支える東京連絡会幹事会 

  ３月１４日（月）１３：３０～ 南大塚労働会館５階会議室 

 

◆今後の生存権裁判の予定 

 

【次回の生存権裁判の予定】 
 
２０２２年 ７月１９日（火)    

１１：００～第１２回口頭弁論 １０３号法廷 
宣伝行動：１０：００～（予定） 
報告集会：１３：３０～（予定） 
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生活保護基準引下げ違憲訴訟　各地の裁判進行表
＊原告数は提訴した最初の人数です 2022年3月21日現在把握分 いのちのとりで全国アクション事務局

２次 3次 ２次 ３次 支援する会

新規 新規 １６年 １７年 有◎ 最近の口頭弁論 次回弁論 この間の弁論

1 佐賀 15 9 24 2014年2月25日 8 ◎ 21年12月24日（結審） 22年5月13日(金)13:10～(判決) 21年6月18日（第26回）,21年9月3日(第27回) 22

2 熊本 49 49 2014年5月15日 16 ◎ 22年1月12日（結審） 22年5月25日（水）14:00～(判決) 21年9月15日（第32回)、21年11月24日（第33回） 42

3 愛知 16 5 21 2014年7月31日 4月21日 17 ◎ 国賠（1万円） 22年1月24日(高裁4回) 22年4月25日(月)14:30～(高裁5回) 21年6月24日(高裁2回)、21年9月27日(高裁3回) 18 13

4 埼玉 28 7 35 2014年8月1日 18 ◎ 国賠（1万円） 22年2月2日（第26回） 22年5月11日（水）14:00～（第27回） 21年7月21日（第24回）,21年10月27日（第25回） 32

5 三重 27 27 2014年8月1日 5 ◎ 21年12月9日（第31回） 22年4月21日（木）11:00～(第32回） 21年6月17日（第29回）,21年9月16日（第30回） 24

6 宮崎 4 4 2014年9月17日 3 ◎ 22年1月28日（第27回） 22年4月22日（金）13:30～(第28回) 21年8月20日（第25回）、21年10月22日（第26回） 4

7 群馬 10 10 2014年9月22日 16 ◎
冬季加算、期
末一時扶助、

22年1月19日（第27回） 22年5月18日（水）14:30～（第28回） 21年5月19日（第25回）,21年9月15日（第26回） 8

8 石川 4 4 2014年10月15日 12 ◎ 国賠（25万円） 21年6月7日（結審） 21年11月25日（木）13:30～（不当判決） 20年12月7日（第22回）、21年3月1日(第23回) 4 4

9 沖縄 9 9 2014年10月17日 3 ◎ 22年3月15日（第40回） 22年5月24日(火)13:30～（第41回） 21年11月9日（第38回）、22年1月25日（第39回） 9

10 和歌山 9 2 11 2014年10月27日 済 7 ◎ 国賠（5万円） 21年12月10日（第32回） 22年3月15日（火）11:00～(第33回) 21年6月4日（第30回）、21年9月24日（第31回） 10

11 岡山 46 46 2014年10月30日 ◎ 国賠（1万円） 21年11月17日（第24回） 22年3月16日（水）15：00～（第25回） 21年3月24日（第22回）,21年7月21日（第23回） 37

12 滋賀 5 8 13 2014年10月31日 17.9月 18 ◎ 国賠（1万円） 22年1月14日(第30回) 22年4月14日（木）13:30～(第31回) 21年7月1日（第28回）,21年10月7日(第29回) 11

13 愛媛 42 42 2014年11月11日 3 ◎ 22年1月12日  (第22回） 22年5月11日（水）14:00～ (第23回） 21年5月26日(第20回）,21年9月22日  (第21回） 36

14 広島 63 63 2014年11月21日 45 ◎ 21年12月22日（進行協議） 22年3月9日(水)11:00～（進行協議） 21年5月19日（進行協議）、21年9月13日（進行協議） 57

15 北海道 142 7 4 153 2014年11月28日 5月12日 4月20日 23 ◎ 札幌、旭川、釧路 21年3月29日（不当判決） 21年4月12日(月）(控訴) 20年8月26日（第23回）、20年11月30日（結審） 136 102

16 千葉 12 12 2014年11月28日 12 ◎ 22年1月21日（第25回） 22年6月10日(金)11:00～(第26回) 21年6月18日（第23回）、21年9月17日（第24回） 12

17 大阪 51 2 53 2014年12月19日 済 16 ◎ 国賠（1万円） 22年1月27日（高裁3回） 22年4月22日(木)15:00～（高裁4回） 21年9月14日（高裁1回）,21年11月17日（高裁2回） 42 42

18 京都 57 57
１４年１２月２５日、１

５年１月１５日 ◎ 国賠（1万円） 21年5月25日（結審） 21年9月14日（火）14:30～(不当判決) 20年12月7日（第22回）、21年2月2日（第23回） 44 35

19 富山 3 2 5 2015年1月8日 2月12日 7 ◎ 国賠（5万円） 22年1月17日（第22回） 22年4月27日（水）11：00～(第23回) 21年7月5日（第20回）,21年10月20日（第21回） 5

20 奈良 2 3 5 2015年2月13日 ◎ 22年1月13日（第27回） 22年4月26日（火）13:20～（第28回） 21年6月3日（第25回）,21年9月30日(第26回) 5

21 福岡 103 5 9 117 2015年3月16日 12月6日 12月6日 12 ◎ 国賠（10万円） 22年2月4日(高裁1回) 22年6月24日（金）14:00～(高裁2回) 21年5月12日（不当判決）、21年5月24日（控訴） 91 44

22 兵庫 6 18 24 2015年5月18日 4月28日 18 ◎ 21年7月29日（結審） 21年12月16日（木）14:00～（不当判決） 21年2月18日（第24回）、21年5月20日（第25回） 24 21

23 秋田 48 5 53 2015年5月22日 9月13日 6 ◎ 21年11月1日（結審） 22年3月7日（月）14:00～(不当判決) 21年7月2日（第34回）、21年8月6日（第35回） 48

24 東京 33 33 2015年6月19日 (◎) 国賠（1万円） 21年12月22日（結審） 判決日は追って指定される 20年12月23日（第17回）、21年6月25日（第18回） 31

25 静岡 5 4 9 2015年7月9日 3月7日 7 ◎ 22年2月3日（進行協議） 22年3月10日(木)14:00～(第22回) 21年8月24日（進行協議）,21年12月2日（第21回） 8

26 神奈川 48 48 2015年9月24日 12 ◎ 国賠あり 21年12月13日（第22回） 22年4月20日（水）11:45～（結審） 21年7月12日（第20回）,21年9月8日（第21回） 39

27 鹿児島 32 32 2015年12月24日 21 ◎ 国賠あり 21年12月22日（第20回） 22年3月16(水)14:30～（第21回） 21年7月2日（第18回）,21年10月6日（第19回） 31

28 宮城 1 1 2016年2月29日 4 (◎) 22年2月28日（結審） 22年7月27日（水）13:10～（判決） 21年10月4日（第24回）,21年12月15日（第25回） 1

29 青森 4 4 2017年1月27日 ◎ 22年1月21日（第20回） 22年4月15日（金）14:00～（第21回） 21年8月20日（第18回）,21年10月29日（第19回） 3

30 東京（新） 39 17 1 57 2018年5月14日 7月2日 9月14日 ◎ 国賠（1万円） 21年2月8日（第11回） 22年7月19日（火）11:00～（第12回） 21年6月14日(第9回)、21年10月1日（第10回） 56

合計 913 94 14 1021 309 890 261

※表中で（進行協議）とある広島は、次回口頭弁論日が未定。静岡の2018年引き下げ提訴の弁論は、6/19(第1回)、10/2(第2回)、21年1/29(第3回)、5/14(第4回)14:30～、22年2/4(第5回)14:30～
〈今後〉青森(22回)2022年6月10日(金)14:00～、三重(33回)2022年7月14日(木)11:00～、沖縄(42回)2022年7月14日(木)13:30～、

愛知控訴20年7月7日、大阪・付帯控訴21年3月8日、北海道控訴21年4月12日、福岡控訴:21年5月24日、京都控訴21年9月22日、石川控訴21年12月8日、兵庫控訴21年12月28日

控訴審の
原告数

弁護団 提訴内容 最新の
原告数

裁判の現段階
県名 原告数 提訴日合計
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消費税が 1989 年 4 月 1 日に 3％で始まり、33 年が経ち

ました。税率は 10%まで引き上げられ、国民の負担は重く

なるばかりです。 

消費税は低所得者ほど負担の重くなる逆進性を持つ税金

です。コロナ禍や物価の高騰による影響も重なるなか、負担

を軽減する対策が必要です。 

世界では 80カ国・地域で消費税の減税が実施されていま

す。日本でも負担軽減につながる消費税減税に踏み出すべき

です。 

 

 

 

消費税が導入された 1989 年以降、日本社会の格差

が広がりました。内閣府の調査によると、1994 年と

2019 年の世帯所得を世代別に比較したところ、最大

184 万円も減少していることが明らかになりました。 

一方、消費税導入以降33年間で法人税は326兆円、

所得税は 287 兆円も減収しています。減収分は度重

なる消費税増税で穴埋めされています。低所得者ほど

負担の重い税制が格差を広げている実態に目を向ける

べきです。 

大企業や富裕層に恩恵を与える、不公平な税制を正

しましょう。能力に応じた税制に転換すれば、消費税

の減税や廃止も可能です。 

「消費税の引き下げを」「公平な税制の実現を」の声

をご一緒に上げましょう。 

 消費税廃止各界連絡会 
東京都豊島区目白 2-36-13  

全商連内 

電話 03（3987）4391 

FAX 03（3988）0820 

商品 値上げ幅・額

輸入小麦
（国の売り渡し価格）

17.3％

食用油
40円以上

(1キロ当たり）

トマトケチャップ 3～9％

紙おむつ 10％

トイレットペーパー
ティッシュペーパー

10％以上

ガス 83円※

※標準家庭のモデル料金

４月に予定される主な値上げ

0.6

-1

-0.5

0

0.5

1

2020年2月 2020年6月 2020年10月 2021年2月 2021年6月 2021年10月 2022年2月

消費者物価指数
（生鮮食品を除く総合・前年同月比）

％
２０２０年＝１００

物価は６か月連続で 

前年比を上回る上昇 

消費税率５％への減税を求める 
国会請願署名にご協力ください 

各社報道を基に作成 

全商連発行「自主計算パンフレット」より 
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2022.4　現在

自治体名 助成限度額 対象年齢 条件（一部） 問い合せ先

千代田区 50,000円 20歳以上
千代田区内に住所を要し、現に居住していること。補聴
器の必要性を認める医師の意見を得ることができる方。
一耳の聴力レベルが40デシベル以上である方。

保険福祉部障害
者福祉課障害者
福祉係

中央区 35,000円 65歳以上
65歳以上の区内在住者。耳鼻科の医師が補聴器の使
用を必要と認める方

高齢者福祉課高
齢者活動支援係

港区 137,000円 60歳以上

住民課税の方は1／2。「補聴器相談医」および「認定補
聴器技能者」と連携し、補聴器購入前の相談から、購入
時の調整・アフターケアまで。医師から補聴器が必要と
認めた方

新宿区
支給

（2,000円負担）
70歳以上

70歳以上で聴力を低下した方。生保世帯以外が2,000円
負担。

高齢者支援課

文京区 25,000円 65歳以上
区内に住所を有する65歳以上で、住民税非課税（個人）
の方。医師の診断を受け、医師が補聴器の必要性を認
める方

高齢福祉課高齢
福祉推進係

墨田区 20,000円 65歳以上

墨田区内在住の満65歳以上で住民税非課税の方。耳
鼻いんこう科の医師から本事業の所定の基準を満たす
と認められ、当該医師の意見書等を提出することができ
る方

高齢者福祉課

江東区
現物支給
又は30,000円

65歳以上
江東区にお住まいの65歳以上の在宅の方。区で定める
所得以下の方。区の高齢者補聴器支給事業の現物支
給または購入費助成を受けていない方

福祉部 介護保険
課 在宅支援係

大田区 20,000円 70歳以上
満70歳以上であること。大田区内に住所を有し、現に居
住していること。住民税非課税世帯。耳鼻咽喉科の医師
が補聴器の使用を必要と認めていること

福祉課高齢者地
域支援担当

渋谷区 35,000円 65歳以上

渋谷区内に住所を有する65歳以上。住民税非課税世
帯。耳鼻咽喉科専門医から本事業の基準を満たす証明
を受けた聴覚障害による身体障害者手帳の対象となら
ない方。

高齢者福祉課
サービス事業係

豊島区 20,000円 65歳以上

豊島区に住所を有する65歳以上のかた。住民税本人非
課税のかた。日常生活などで耳が聞こえにくく、耳鼻科
の医師から本事業の基準を満たす証明を受けた方（中
等度難聴程度）。

保険福祉部高齢
者福祉課

板橋区 20,000円 65歳以上
板橋区内に住所を有する65歳以上。住民税非課税世
帯。耳鼻咽喉科が補聴器の使用が望ましいと判定した
中等度難聴者（両耳とも）

健康いきがい部
長寿社会推進課
高齢者相談係

練馬区 25,000円 65歳以上

練馬区内に住所を有する65歳以上。住民税非課税世帯
の方または生活保護受給者、中国帰国者支援給付受給
者。耳鼻咽喉科の診断結果（意見書）を得られる方。身
体障害者手帳をお持ちでない方で、聴覚障害による身
体障害者手帳の対象とならない方。聴覚障害による身
体障害者手帳の対象とならない方

高齢者施策担当
部 高齢者支援課
高齢者給付係 

足立区 25,000円 65歳以上
65歳以上の方。住民税非課税世帯。聴力レベルが両耳
とも40㏈以上70㏈未満の方

高齢者福祉在宅
支援係

葛飾区 35,000円 65歳以上
葛飾区民の方。満65歳以上の方。住民税非課税世帯の
方。医師が補聴器を必要と認めた方

高齢者支援係 在
宅サービス係

江戸川区 20,000円 65歳以上
満65歳以上で江戸川区内在住の方。住民税が非課税
の方。医師から補聴器が必要と認められた方

福祉部福祉推進
課

三鷹市 40,000円 18歳以上
所得制限210万円未満。医師から補聴器が必要と認め
た方。22年10月から

利島村 20,000円 65歳以上
島内に住所を有し、住民税非課税（個人）の方。医師の
診断を受け、医師が補聴器の必要性を認めた方。

東京都の補聴器助成自治体 一覧

東京２３区は１５区で実施。
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社会保障2022年初夏号（No.502）

─９条・２５条を一体で考える─
日本国憲法・前文（抜粋）

本書を活用して、
自民党改憲を阻止しよう！

改憲ストップ！

注文お申し込みの締切

4/13［水］

宣伝・活動で使える

　改憲議論が活発になり、憲法9条だけではなく私たちのいのちと健康、暮
らしを支える25条の実質的な改悪も狙われています。「憲法特集号」で平和
と人権、社会保障を学び、平和と人権を守る学習と活用を呼びかけます。

われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、
平和のうちに生存する権利を有することを確認する。

　地域での街頭宣伝や署名活動、
学習などですぐに実践できる、分かり
やすいQ&Aを掲載しています。

Q．憲法前文では「平
和的生存権」が謳
われていますが、9条
と25条の関係は？

Q．自民党は戦前～戦
争中のように再び
「人権」を大きく制
限しようとしている
と聞きますが？

憲法
特集

目 次

中央社会保障推進協議会（中央社保協）
〒110-0013 東京都台東区入谷1-9-5 日本医療労働会館5階

TEL：03-5808-5344　FAX：03-5808-5345　E-mail：k25@shahokyo.jp

巻頭言・コトノハ

小森 陽一
東京大学名誉教授・九条の会事務局長

支配者・自民党にとって、
なぜ憲法・人権が
邪魔なのか 井上 英夫

金沢大学名誉教授

人権としての
社会保障の歴史と現在

村田 隆史
京都府立大学准教授

人権後進国から先進国へ
─憲法を守り、人権を発展させる

高田 清恵
琉球大学教授

憲法を守りいかす運動の呼びかけ

憲法改悪の悪だくみ解説「Q&A」
論文1

論文2

論文3

Q&Aを掲載！

第１次 4/20［水］第2次

平和的生存権をまもれ

81



3,840円税込・送料込
550円税込（送料別）

（定価550円税込・送料別）3,840円税込

社会保障
憲法特集
申し込み

憲法特集　　　冊

平和的生存権を考える
「憲法特集」

（No.５０２ 初夏号
）５月に発刊
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高校生向け社会保障教育指導者用マニュアル 

 

高等学校新学習指導要領対応 人生 100 年時代の社会保障を考える「主体的・対話的で深い

学び」実現のための高校生向け社会保障教育指導者用マニュアル 

 

 

 社会保障とは何でしょうか。その本質をわか

りやすい一言でいえば「支え合い」、もう少し詳

しくいえば「個人や家族の力だけでは備えるこ

とに限界がある生活上のリスクに対して、何世

代にもわたる社会全体で支え合って備える仕

組み」です。この本質を理解することが、社会

保障について考える出発点となります。 

 さて、令和４年４月から高等学校の新学習指

導要領が年次進行で実施されます。新学習指導

要領では、公民科の新科目「公共」において、

「少子高齢社会における社会保障の充実・安定

化」を取り扱う旨が記載されています。もちろ

ん、安心して安定した生活を送るためには、社

会保障制度を活用するための知識が必要不可

欠です。しかし、学習指導要領改訂のねらいの

１つとされている、「生徒が未来社会を切り拓

くための資質・能力を一層確実に育成する」た

めには、単なる制度についての知識を教えるだ

けではなく、社会保障の本質を理解したうえで、社会保障制度の課題と向き合い、その解決

方法を主権者として皆で模索していく力を育成する必要があるのではないでしょうか。 

 このような観点から、このたび、厚生労働省において社会保障教育モデル授業等に関する

検討会を開催し、高等学校の教員の方々のご意見もうかがいながら、モデル授業の指導案・

副教材・ワークシート等を作成しました。これらをご活用いただくことによって、公民科の

「自立した主体としてよりよい社会の形成に参画する私たち」の授業等において、 

・ 社会保険の仕組みや社会保障と財政などを含む社会保障総論と、 

・ おおむね 20 歳から保険料を支払うこととなる公的年金保険や乳幼児期から高齢期まで

一生涯の医療を支える公的医療保険という社会保障各論 

の両方を題材とし、課題解決的な学習の過程を展開しながら、社会保障について教えていた

だくことができます。 

 このマニュアルが、全国の高等学校における社会保障に関する教育の一助となれば幸いで

す。 
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高齢者の居住環境の整備

障害福祉サービスの提供

児童扶養手当などの支給

介護が必要になった方

へ介護サービスの提供

◇◇ 介介護護保保険険

保育所などの設置

児童手当の支給

☆☆ 児児童童福福祉祉

仕事中の病気

ケガの補償

◇◇ 労労災災保保険険
失業時のサポート

育児や介護期間中の

就業者に対する支援

◇◇ 雇雇用用保保険険

結婚
出産

退職

特定健診（生活習慣

病予防）などの実施

□□ 保保健健事事業業

妊婦健診

乳幼児健診など

□□ 母母子子保保健健

厚生年金保険料

健康保険料

支払開始※20 歳

国民年金加入

国民年金保険料

支払開始
成人

就職

老齢になったときに年金を

支払い収入面を保障

◇◇ 年年金金保保険険

病気、ケガをしたときなど

に医療サービスを提供

◇◇ 医医療療保保険険

☆☆ 社社会会福福祉祉

わたしたちの生活と社会保障制度

食品、医薬品の安全性の確保

安全な水道水の供給

感染症への対応など

□□ 公公衆衆衛衛生生

困窮している方に生活費や

医療などを給付

就労支援などを実施

○○ 生生活活保保護護

出産に必要な費用の一部

を医療保険から給付

◇◇ 出出産産育育児児一一時時金金

就学

3

わたしたちの安定した生活に欠かせない社会保障制度。日々の「安心」の確保や生活の「安定」

を図るための制度であり、一生を通じてわたしたちの生活を支える役割を担っています。

※自営業者は国民年金保険料・国民健康保険料

40 歳

介護保険料

支払開始

社会保障について考えてみよう

P.090

 

医療②｜副教材 
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5

・「医療保険」は、病気やケガなどで通院や入院をした、出産したときなどに給付され、国民全員が加入しています

（国民皆保険）。

・「年金保険」は、収入減少というリスクに対して収入面で保障する制度で、長生きをした（老齢年金）、障害を

負った（障害年金）、お父さんやお母さんなど家計を支えていた方が亡くなった（遺族年金）ときなどに受給でき

ます（国民皆保険） 。

・「介護保険」は、高齢者の介護サービスを提供しています。

日本の社会保険制度

これらの社会保険制度は、

皆さんが支払う保険料（収入に応じて負担）と税金で運営され、社会全体で支え合う仕組みになっています。

「保険」とは、誰もが人生のなかで遭遇する可能性のある様々なリスク（病気・ケガ・退職や失業、長生きによる

収入減少など。）に備えて、人々が集まって集団（保険集団）をつくり、あらかじめお金（保険料）を出し合って、

リスクに遭遇した人に必要なお金やサービスを支給する仕組み。

⇒社会全体でこのような「保険」の仕組みを作るのが「社会保険」

社会保険がないと・・・ 社会保険があれば・・・

社会保険とは？

4

リスク
発生

リスクに

備えて

たくさん

貯金！

貯金では

足りな

かった･･･

あとどのくらい

貯めれば

いいのかな･･･

リスク
発生

会社ごとに

強制加入

従業員のため

に会社も出し

ましょう
リスク
発生

貯金だけでは

足りないとこ

ろだった･･･

リスク
発生

保険料を

払っていて

良かった･･･

自営業の人等

は地域で

強制加入

地域のみんなで

出したらこんな額に！

P.091
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保険料 72.4兆円（58.6%） 税金 51.3兆円（41.4%）

そ
の
他
の
歳
入

年金 58.5兆円（45.1%）

《対ＧＤＰ比 10.5%》

医療 40.7兆円（31.4%）

《対ＧＤＰ比 7.3%》

【【負負担担】】

社社会会保保障障のの給給付付とと負負担担のの現現状状（（22002211年年度度予予算算））

【【給給付付】】 社会保障給付費 129.6兆兆円円 （対ＧＤＰ比 23.2%）

福祉その他
（介護、子ども・子育て支援等）

30.5兆円（23.5%）
《対ＧＤＰ比 5.4%》

7
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年金

医療

福祉その他

1人当たり社会保障給付費

年年金金

福福祉祉そそのの他他

医医療療

一一人人当当たたりり社社会会保保障障給給付付費費（（右右目目盛盛））

1990

（平成2)

1950

（昭和25)

（兆円） （万円）

24.9

0.1 0.7

2000

（平成12)

2021

(予算ﾍﾞｰｽ)

129.6

社会保障給付費の推移

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成30年度社会保障費用統計」、2019～2021年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

2021年度の国民所得額は「令和3年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（令和3年1月18日閣議決定）」

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2021年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。

3.5

47.4

78.4

105.4

1960

（昭和35)

1970

（昭和45)

1980

（昭和55)

2010

(平成22)

6
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結婚
出産

退職

成人

就職

社会保障制度を支える主な「職業」

就学

9

保育士

医師

保健師

地方公務員 国家公務員

企業の人事

担当者

薬剤師

歯科医師

助産師

准看護師

看護師

理学療法士

作業療法士

視能訓練士

義肢装具士

言語聴覚士

臨床検査技師

臨床工学技士

診療放射線技師

歯科衛生士

歯科技工士

あん摩マッサー

ジ指圧師

はり(鍼)師

きゆう(灸)師

柔道整復師

救急救命士

介護福祉士

社会福祉士 精神保健福祉士

公認心理師

管理栄養士

栄養士

介護支援専門員

（ケアマネジャー）

社会保険

労務士

医療事務調剤事務

給
付
金
額

0歳 5歳 10歳 15歳 20歳 25歳 30歳 35歳 40歳 45歳 50歳 55歳 60歳 65歳 70歳 75歳 80歳

負
担
金
額

8

ライフサイクルでみた社会保障の給付と負担のイメージ

子子どどもも期期 成成人人期期 高高齢齢期期

子ども・

子育て支援

教育

年金

医療

介護

保険料・税金の

支払い

P.093
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東京社保協集約署名数　　（2021年4月23日第51回総会～2022年3月31日　） 筆 累計

お金の心配なく、国の責任で、安心してくらせる社会へ社会保障制度の充実を求める請願署名（中央社保協） 5 5,632

お金の心配なく、国の責任で、安心して暮らせる社会に社会保障制度の充実を求める請願署名（東京社保協） 58 68,662

うち　ハガキ筆数（ハガキ6通うち駅頭配布ハガキ4通） 10 -

75歳以上の医療費負担の原則２割化反対保険料引き下げを求める請願署名 76 708

公立・公的424病院への「再検証」要請を撤回し、地域医療の拡充を求める署名 9 182

75歳以上医療費窓口負担２割化に反対する請願署名 90 1,356

安全・安心の医療・介護の実現のため夜勤改善と大幅増員を求める国会請願 0 70

安全・安心の医療・介護の実現と国民のいのちと健康を守るための国会請願署名 131 905

都立・公社病院の地方独立行政法人化を中止し、医療サービスの充実を求める請願 5,168 28,651

「STOP介護崩壊」新型コロナ対策の強化、介護報酬の引き上げ、介護従事者の大幅な処遇改善、介護保険制度の抜本改善を求める請願署名 33 87

都立・公社病院の地方独立行政法人化を中止し、都民のいのち・くらしを守る医療の充実を求めます 37 2,443

高すぎる国民健康保険料（税）を引き下げ、誰もが安心できる国民健康保険制度の実現を求める請願 15,816 24,668

都立・公社病院の地方独立行政法人化を中止し、コロナ禍で都民が安心して医療が受けられる東京へ 56,878 56,878

介護保険制度の抜本的転換を求める請願署名 105 105

高齢者のいのち・健康・人権を脅かす75歳以上医療費窓口負担2割化中止を求める請願署名 1,042 1,042
安全・安心の医療・介護・福祉を実現し、国民のいのちと健康を守るための国会請願署名 1,462 1,462
都立病院を廃止するな！都立・公社病院の地方独立行政法人化の中止を求める請願 59,422 59,422
憲法改悪を許さない全国署名 30 30
7月からの都立病院・公社病院の地方独立行政法人化中止を求める請願 28 28

合      計 140,390 252,331
累計は署名開始時点から
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